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　　　　　　午前 10 時 00 分　開会

○議長（小野正明）　ただいまから、継続市議会定例会を開会いたします。

　　本日の議事は、お手元に配付しております議事日程第４号により行います。

　　日程第１により、昨日に引き続き、一般質問を行います。

　　通告の順序により発言を許可いたします。

○２番（石田　強）　日本維新の会、石田強です。

　　議長、まず最初に、２の温泉行政の建設予定の市営温泉につきましては、まだ何も決まっ

　てなく、今後どうなるかも分からないので取り下げさせてください。

○議長（小野正明）　了解です。

○２番（石田　強）　本日は観光、温泉、図書館、公園、競輪事業について、別府の未来を見据え、

　現状と今後の方向性を伺います。人口減少が進む中、市民の暮らしの安心と地域経済の成

　長を両立することが重要です。現場や市民の皆様からいただいた声を基に、市政にどう生

　かすかという視点で質問を整理しました。前向きな提案を通じて、よりよい別府づくりに

　貢献していきたいと考えています。

　　それでは質問に入ります。新湯治・ウェルネス推進についてです。

　　既存泉源や未利用湯を活用する取組は理解しておりますが、市の上流域で多くの温泉を

　利用することについて、下流域にお住まいの方から、自分たちの温泉に影響が出るのでは

　ないかという不安の声が寄せられています。こうした下流域の泉源や温泉施設への影響を

　市としてどのように考えているか、その見解を伺いたいと思います。

○観光・産業部参事兼温泉課長（樋田英彦）　お答えします。

　　研究・実践拠点施設への給湯につきましては、今あるものを活用することを前提として

　おり、新規掘削は行わず、未利用湯となっているものや、既存泉源からの給湯を有効活用

　することとしております。

　　また、市内の温泉を取り巻く諸課題に対しましては、地域の特性や現状を踏まえながら

　取り組むものと考えており、別府市温泉マネジメント計画の目標に基づきながら、課題解

　決に向け取り組んでいきたいと考えております。

○２番（石田　強）　では次に、扇山で計画されている研究・実践拠点施設について伺います。

　　私は施設規模に合わせて温泉を集めるのではなく、利用可能な湯量に基づいて計画を立

　てるべきだと考えています。温泉は有限の資源であり、長期的に持続可能な視点が不可欠

　です。ゲストエリアや民間提案ゾーンの方向性には賛成しますが、公開資料を見る限り、

　全体規模が大き過ぎではないかという印象を受けます。特に、市民向け機能を同一施設に

　盛り込む必要性には疑問があり、規模縮小の検討も今後必要ではないかなと考えています。

　　また、上流域で多くの温泉を使うことへの不安として、自分たちの温泉に影響が出るの

　ではという声も、先ほども言いましたが大きく聞こえてます。仮に下流域にお住まいの方

　から反対意見などが増えてきたときには、例えば内竈にある市の土地に、完全に捨てられ

　ている地獄から流れてくる温泉ですね、そういうのを利用した施設などだったら受け入れ

　るという声も多くあったんですね。そういうのもちょっと考慮していただければなと思っ

　ております。

　　そうすると湯量負荷を抑えつつ、役割を明確にする方法も考えられます。機能分散する

　ことについて、市の見解を伺います。

○市長公室参事兼新湯治・ウェルネス推進室長（和田健二）　お答えいたします。

　　現在、新湯治・ウェルネスに係る研究・実践拠点施設については、扇山の予定地を前提

　に、各機能を一体的に設置する基本計画を策定しており、研究・実践拠点施設に関する変

　更は考えておりません。

○２番（石田　強）　答弁ありがとうございます。
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　　扇山での一体的設備を前提に基本計画を進めているとの方針、理解しておりました。そ

　の上で提案ですが、温泉は自然資源であり、湧出量や地域バランスを考慮した持続可能な

　施設運営が不可欠です。研究・実践機能を扇山に集約しつつも、市民が利用しやすいウェ

　ルネス機能や、飲泉などの要素については下流域を含む市内各地への分散配置も有効だと

　考えます。地域の負担を分散し、別府全体で価値を高めるためにも、一体的整備と併せて

　分散型の視点も検討いただくことを期待し、提案させていただきます。

　　次に、別府の強みである温泉健康文化を未来につなぐためには、施設整備だけでなく、

　人の魅力や案内の質といったソフト面の強化が重要だと考えています。観光の質を高める

　上で欠かせないのが、ガイド人材です。

　　先日、観光ガイドと別府を巡った方から、同じ場所でもガイドがいるだけで全く違って

　見えたという声を聞き、ガイドの価値を改めて実感しました。別府にはＡＰＵや別府大学

　など優れた学生が多く、彼らをガイドとして育成すれば、観光の質向上だけでなく、地域

　との関わりや定住促進にもつながります。さらに、由布・九重・国東など広域で展開すれ

　ば、稼げる仕事として若者の活躍の場も広がります。若者の力を生かしたガイド育成に取

　り組むべきだと考えますが、市の見解を伺います。

○観光課長（牧　宏爾）　お答えいたします。

　　観光ガイドにつきましては、持続可能性の観点から有償ガイドが望ましく、有償である

　以上ガイドとしての一定程度の質が必要であり、単に英語がしゃべれる、理解できるだけ

　では不足で、知識・責任感・緊急対応力等が求められることから、学生の立場では難しい

　面もあると考えております。そのことを踏まえまして、現在、Ｂ－ｂｉｚ　ＬＩＮＫにお

　きまして、ガイドと呼べるまでの知識や経験はないが一緒にいて心強い、旅の不便を感

　じさせない、ある程度のトラブルも対応できる同行者として、旅行者を案内する学生サ

　ポーター、トリップバディと呼んでおりますが、そういった育成事業を進めているところ

　です。

○２番（石田　強）　学生に本格的なガイド業務は難しい面もありますが、Ｂ－ｂｉｚ　Ｌ

　ＩＮＫの学生サポーターはその課題を段階的に克服できる優れた仕組みだと感じていま

　す。

　　そこで提案です。学生サポーターを将来ガイドへと育成するステップアップ制度として

　位置づけ、研修や資格支援、人材登録などを整備してはどうでしょうか。若者が地域に関

　わりながら成長し、最終的に別府の観光を支えるガイドへと育つ仕組みは、観光の質の向

　上と、若者の定住促進の両方に効果があると思います。

　　それでは、次の質問に移ります。

　　別府市の観光促進において欠かせない財源の一つに、入湯税があります。その中でも、

　標準税率を超えて課税する超過税分について、現在どのような基準で使途が決定している

　のか、市としての考えをお伺いします。

○観光課長（牧　宏爾）　お答えいたします。

　　入湯税の超過課税による財源の使途につきましては、平成 29 年度、平成 30 年度にかけ

　て開催されました別府のみらい検討会議において示された５本の柱、まず１つが温泉資源

　の保護・確保、２つ目が観光客の快適性の確保、３つ目として観光客の安全・安心の確保、

　４つ目として観光客を増加させるための事業推進、５つ目として観光客の受入れ体制の充

　実という５つの観点から具体的な事業を検討しまして、別府市入湯税の超過課税分の使途

　に関する審議会に諮って決定しております。

○２番（石田　強）　ありがとうございます。入湯税超過課税分が５本の柱に基づき、審議

　会で精査されて活用されている点は理解しました。

　　次に、市内には観光振興やまちづくりに取り組む多くの団体があり、それぞれが地域の
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　魅力づくりに貢献しています。こうした団体から要望や事業提案を公募し、入湯税超過課

　税分を活用して支援する仕組みを整えることで、地域の自主的な活動を後押しし、観光の

　質向上にもつながると考えます。この点について、市の見解を伺いたいと思います。

○観光課長（牧　宏爾）　お答えいたします。

　　入湯税超過課税分の使途に関する審議会の中には、旅館ホテル組合、また商工会議所、

　まちづくり団体の代表者等も委員として入っていただいており、これらの団体の御意見を

　伺うような仕組みにはなっております。

　　また、入湯税超過課税分の使途につきましては、現行の事業で対応できるものについて

　はそちらで対応するという基本的な考え方を持っております。別府市では、未来、べっぷ

　の未来まちづくり支援補助金を今年度創設しまして、地域課題の解決、市民と市が一体

　となった未来に向けた魅力あるまちづくりを推進するための団体等を支援しております

　ので、まずは既存の補助制度等を活用していただければと考えております。

○２番（石田　強）　既存の制度の対応方針は理解しましたが、入湯税は観光促進に直結す

　る重要な財源です。観光団体や事業者が提案できる観光特化型の募集枠を設けることで、

　地域のアイデアを事業化し、観光の質の向上と税収増につながると考えます。別府の未来

　づくりによる直接貢献できる仕組みづくりに期待して、提案したいと思います。

　　次に、観光客から、客引き行為などにより、安心して利用できる店が分かりにくいとの

　声や、ホテル設置の飲食マップが部数不足で行き渡らないという声を聞いています。そこ

　で、飲食協同組合や商工会議所と連携し、安心して利用できる飲食店情報を共有できる仕

　組みづくりと、マップを十分に配布できる体制設備について、市の見解を伺います。

○観光課長（牧　宏爾）　お答えいたします。

　　安心して御利用いただける飲食店ということですが、今現在観光協会が発行している「ぐ

　るめっぷ」や、別府社交飲食協同組合が発行している「湯～沸くナイトＢＯＯＫ」などで、

　それぞれの団体に加盟する安心して飲食できる店舗を掲載し、情報提供を行っております。

　しかしながら作成部数には限りがあるため、十分に行き渡らない面もございます。

　　また、公式観光情報ウェブサイト別府たびの中では、約 170 店舗の飲食店を掲載してい

　るほか、グルメに関する様々な特集記事なども作成するとともに、ぐるめっぷもウェブ上

　で掲載し、ホームページやＳＮＳなどを活用して情報発信を行っております。観光地にお

　きまして安心・安全というのはとても大切なことだと考えておりますので、今後も関係団

　体と連携して情報提供に努めてまいります。

○２番（石田　強）　各団体の冊子や別府たびで情報発信されている点は理解しましたが、

　冊子が十分に行き渡らない課題はまだ残っています。

　　そこで、紙媒体とデジタルを組み合わせ、観光客が安心して利用できる飲食店情報を簡

　単にアクセスできる仕組みづくりを提案します。例えば、ホテルや案内所に統一のＱＲコー

　ドを設置し、デジタル版グルメマップへ誘導することで冊子不足を補い、利便性向上につ

　ながると考えます。関係団体と連携した、より使いやすい情報提供体制の構築を期待し、

　提案いたします。

　　次に、市内には多くのパフォーマーが活動しており、民間施設での実証も好評でした。

　市内の温泉施設なんですけども、そこを一部借りて、この前市長を表敬訪問したＢＭＸ自

　転車の競技の方は、火曜日の２時間借りただけなんですけど、5,000 円から 8,000 円収入

　があったと。平日でそれぐらいなんで、週末にしたらもっともっと稼げるんじゃないかと

　いうことを言ってました。そういうパフォーマーが、市が所管する観光温泉施設でもパ

　フォーマンスを導入すれば、にぎわいづくりに大きく寄与すると考えます。

　　そこで、市の見解を伺います。

○観光課長（牧　宏爾）　お答えいたします。
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　　別府市が所管している観光施設等につきましては、管理運営を行っている指定管理者に

　おいて、地域のにぎわい創出、集客のために様々なイベント等も企画・実施していただい

　ております。その企画の中で、パフォーマーをつなぐことは可能だと考えております。

○２番（石田　強）　答弁ありがとうございます。パフォーマーとの連携が可能ということで、

　心強く感じています。

　　提案ですけども、そのパフォーマー、誰でも登録、どこでもできるというわけではなく、

　パフォーマーの登録制度や出演希望リストの整備など、継続的に連携できる仕組みをつく

　ることで、施設の魅力向上とパフォーマー支援の両立が図れると考えます。別府の文化的

　魅力を高める取組として、ぜひ検討をお願いしたいと思います。

　　次に、温泉行政についてです。別府の基盤であり、最大の魅力でもある温泉について伺

　います。

　　市民生活に深く根づく市営温泉の運営を今後どのように持続可能な形へと再構築してい

　くのかは、別府のまちづくりにとって極めて重要なテーマです。そこでまず、市営温泉の

　収支と適正配置についてお尋ねします。

　　別府駅周辺には、複数の市営温泉が隣接しており、例えば不老泉と田の湯温泉は距離的

　に近くございます。こうした状況を踏まえると、市営温泉全体の運営を持続可能にしてい

　くためには、施設数の適正化を検討する必要があるのではないかと考えます。田の湯温泉

　を民間に委託するなど、事業規模を見直し、市営温泉全体のコスト削減を図るべきではな

　いでしょうか。市のお考えを伺います。

○温泉課参事（釘宮誠治）　お答えします。

　　市営温泉の在り方につきましては、将来を見据える中で、時代に即した施設の運営管理、

　付加価値による施設の魅力向上や利用者のニーズなど様々な観点から慎重に取り組む必要

　があり、また市民の日常生活の一部であり、地域のコミュニティーの場としての存在であ

　ることを踏まえながら、今後の在り方について可能性を検証することが重要であると考え

　ております。

○２番（石田　強）　ありがとうございます。市営温泉の重要性と、慎重に将来像を検討し

　ていくという方針は理解しました。駅前のように温泉が隣接する地域では、廃止ではなく、

　民間への移管やコミュニティー拠点への転用など、地域に残しながら最適化する方向性も

　検討すべきだと考えます。市営温泉は別府の宝です。その価値を守りつつ、持続可能な形

　で未来につなげていただきたいと思います。

　　次に、温泉文化を守りながら、将来にわたり健全な運営を続けていくためには、収支面

　での改善も避けては通れない重要なテーマだと考えています。そこで、市営温泉の料金体

　系について伺います。

　　多くの温泉地では、市民料金と観光客向けの料金を区別することで、サービスの質を保

　ちながら増収を図っている例が見られます。別府においても、観光客数の多さを踏まえれ

　ば、こうした料金設定は収支改善に一定の効果があるのではないかと考えます。市営温泉

　の収支改善に向け、観光客入浴料金を設定することについてどのように考えているか、伺

　います。

○温泉課参事（釘宮誠治）　お答えします。

　　市営温泉の入浴料につきましては、令和２年 10 月に改定し、受益者負担の原則による

　収支の改善に留意しながら、市営温泉を日常的に御利用いただく市民の皆様に配慮した料

　金設定にて運営しております。

　　観光客向けの料金設定の考え方ですが、観光客等の利用状況や地域における市営温泉の

　存在意義等を十分に考慮・検証しつつ、他自治体が所有する温泉施設の状況等を含めて研

　究する必要があると考えております。
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○２番（石田　強）　ありがとうございます。やっぱり、僕はよく竹瓦温泉周辺を歩くんで

　すけども、竹瓦温泉、朝６時半から開いております。そのとき市民も、観光客も多くの方

　が来るんですけども、やっぱり 300 円は安過ぎると、やっぱり草津とか道後温泉、他の都

　市を見ても、もう最低でも 600 円、800 円します。特に、最近だったら鉄輪にある民間の

　温泉は、1,080 円から 1,160 円に値上げしました。それでも多くの観光客がどんどん押し

　寄せる形です。

　　僕としては、温泉に免許証とかそういうのを持って行くのが手間というんであれば、例

　えばジモ泉でかまぼこ板に住所等を書いて、首から下げる木札とかそういう市民が登録す

　ることで、受付で分かるような仕組みをして、市民は 300 円で入れるけど観光客、それを

　持ってない方は 800 円、900 円取る仕組みというのは可能じゃないかなと思います。それ

　について、今後、事例の把握や研究を進めながら、市民負担を抑えつつ、増収を図る料金

　制度の検討をお願いしたいと思います。

　　次に、市営温泉を維持可能な形で守りつつ、別府温泉文化を次の世代へ引き継いでいく

　ためには、資源の生かし方そのものを広い視点で捉え直すことも重要だと考えます。その

　観点から、次に温泉の新たな活用の可能性について伺います。

　　先日開催されたＯＮＳＥＮアカデミアでは、温泉の新たな価値の一つとして、飲泉に関

　する興味深い研究発表がありました。飲泉はヨーロッパなどでは健康プログラムとして定

　着しており、別府でも観光やウェルネスの分野に新たな可能性をもたらす取組になり得る

　と感じています。

　　そこでお尋ねします。別府市内には現在どの程度飲泉可能な温泉が存在するのか、把握

　されている範囲でお示しください。

○観光課長（牧　宏爾）　お答えいたします。

　　別府ＯＮＳＥＮアカデミアの中で、一般社団法人温泉水振興協会より、「飲泉でととの

　う別府温泉リトリート」と題して研究発表がございました。この中で、研究の一環として

　飲泉マップを作成し、御紹介いただきましたが、このマップでは 11 か所の飲泉可能な温

　泉が紹介されております。

○２番（石田　強）　ありがとうございます。飲泉可能な温泉が 11 か所あり、別府の大きな

　強みであることは再認識しました。

　　飲泉は入浴と異なる健康価値を提供でき、新湯治・ウェルネスとの相性が非常に高い取

　組だと思います。世界では、飲泉を活用した湯治プログラムや健康リトリートが主流になっ

　ており、別府でも飲泉スポットの分かりやすい紹介、飲泉を取り込んだ体験プログラム開

　発、観光案内、宿泊施設の連携などを進めれば、地域全体の魅力向上につながると考えま

　す。飲泉という別府の資源を、より安全に魅力的に生かす取組を期待したいと思います。

　別府の温泉資源は入浴だけではなく、飲泉という新たな付加価値が広がりつつあります。

　ウェルネス観点からしても、大きな可能性を秘めていると思います。

　　そこで、今後飲泉をもっと積極的に活用する取組についてどのように考えているか、伺

　います。

○観光・産業部長（日置伸夫）　お答えいたします。

　　飲泉につきましては、アカデミアの研究発表の中では、泉質にもよりますが食事の前に

　飲泉を行うと胃炎や便秘改善、消化器系の症状などに効果がありますが、泉質等によって

　は体に取り過ぎてはよくないもの、健康状態等もあることから、正しい知識を持った上で

　飲用することが必要であるとのことでございます。

　　湯治の歴史・文化のある別府市においては非常に親和性が高い内容ではないかとのお話

　がございました。飲泉の活用につきましては、本市が取り組んでおります新湯治・ウェル

　ネスの中でも大きな可能性を持っていることから、今後取り組んでまいりたいと考えてお
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　ります。

○２番（石田　強）　ありがとうございます。飲泉には一定の効果がある一方、泉質や体調

　によって注意が必要で、正しい知識に基づく活用が重要である点、理解しました。

　　私は温泉名人や温泉マイスターの資格を取り、いろんな市内の温泉に入るのが好きなん

　ですけども、それはやっぱり別府市民、温泉名人だからであって、一般の観光客は温泉を

　いろいろ回るということはなかなか体調、体力的にも厳しいということがありました。そ

　れを可能にするのが、温泉を巡るという意味では、朝例えば竹瓦温泉、６時半から開くん

　で、温泉に入って朝御飯食べて、そこから例えば温泉を巡るツアーなど、朝から朝活とい

　うのが、今後別府では可能じゃないかなと思います。特に本当、やっぱり朝の６時半から

　開いてる温泉があるんですけども、周辺は何も開いてないということを考えると、この前

　も朝から楠銀天街のイベントとかあったんですけど、多くの方がイベントをすれば集まり

　ます。そういうところで例えば朝市など、朝御飯とか、飲泉とかいろいろ集めたら、例え

　ば竹瓦温泉から人が集まって、楠銀天街を抜けて浜脇などいろいろ回って、またホテルに

　戻ってチェックアウトする、そのようなことが可能だと思いますし、それは駅前だけじゃ

　なくて次は鉄輪とか、そういうことによって滞在日数も増えるんじゃないかなと思います。

　　飲泉は新湯治・ウェルネスの柱となり得る取組です。安全な案内表示やガイドラインの

　設備、研究機関との連携、宿泊施設を組んだ体験プログラムの創出などを進めれば、別府

　の価値、温泉価値を新たな形で高めることができます。入浴とは異なる魅力を持つ飲泉を、

　別府の温泉ブランドの新たな強みとして積極的に活用していただきたいと思います。

　　温泉行政に関する質問は以上となります。別府のまちづくりを考える上で、温泉と同じ

　ように、市民の暮らしに深く関わり、都市の魅力を形づくる公共施設の役割を見詰め直す

　ことも重要だと考えます。

　　その観点から、次に図書館行政について伺います。

　　図書館は本を貸し出す場にとどまらず、子どもや子育て世代を支える機能を充実させる

　ことで、移住定住促進に寄与し、まちの魅力を高める拠点になり得ると考えています。こ

　もれびパークについては、図書館を核とした新たなまちづくりが期待されていますが、今

　後どのような方向性を目指しているのか、市の考えを伺います。

○次長兼図書館共創交流局長（稲尾　隆）　お答えいたします。

　　図書館は読書するだけの場所ではなく、市民生活の基盤です。地域コミュニティーや課

　題解決の支援、そして新しい価値をつくり出すまちづくりの拠点でもあります。にぎわう

　ことが目標ではなく、人と人、人と情報がつながり、図書館を介して交流と活動が生まれ

　ることを目指しています。

　　また、資料館におきましては、まちの歴史を伝え、地域への愛着と誇りを育んでまいり

　ます。特に、子どもは未来を担う存在ですので、子どもの声は未来の声という言葉がある

　ように、図書館でのびのびと過ごせる経験が生きる力となり、そしてまた将来大人になっ

　たときにまちづくりに主体的に参加する、そういった意欲につながるのではないかと考え

　ております。

○２番（石田　強）　図書館を人と情報がつながり、新しい活動が生まれるまちの基盤とし

　て位置づける点について強く共感しました。

　　こもれびパークが本を読む場所を超え、人が育ち、地域がつながり、まちの未来をつく

　る場となることを期待します。図書館が子どもから大人まで多様な市民が集い、学び、つ

　ながる場所となるためには、利用者層の広がりを意識した取組が今後一層重要になると感

　じます。

　　そこで、次に、若年層や子育て世代へのアプローチについて伺います。

　　図書館がもっと若い人にとって行きたいと思える場所であることは、地域における学び
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　の循環をさせる上で非常に大切です。また、子育て支援、不登校児童の居場所づくり、若

　者支援など、図書館には活動の幅を広げられる可能性がまだ多く考えられます。若年層の

　利用促進や子育て連携、不登校、若者支援に関する取組について当局はどのように考えて

　いるか、伺います。

○図書館共創交流局参事（西澤和江）　お答えいたします。

　　ハード面での施設整備が完成したので、今後は人々が集い、学び、創造する場をどう育

　てていくかという、ソフト面の充実をさせていく必要があります。子育て世代や学校への

　登校に困難を抱える子どもたちなど若年層に向けては、その世代が必要とする資料・情報

　の提供のほか、市役所の関係部署や子育てに関する支援団体等との連携事業や交流促進な

　ど、施設の目的に合った内容を展開し、施設の利用促進に努めていきます。

○２番（石田　強）　ハード設備が整った今こそ、図書館を集い、学び、創造する場として

　育てるソフト面の充実が重要であることの認識に、私も強く共感しています。子育て世代

　や不登校、若者支援を関係部署と連携して進めている姿勢も、大変心強く感じました。

　　私はこの前、委員会の視察で都城市に行きました。そこでは、土曜日なんですけども、

　500 席が全部埋まるぐらい多くの若者が集まり、子育て世代が集まる場所となっていまし

　た。別府市が掲げる図書館の未来像というのは都城市みたいな感じなのかなというふうな

　感じで私は捉えました。

　　そこで、私はそういう都城市の仕組みで本当成功すると思います。最初、僕は現状の図

　書館で大丈夫かなと思ったんですけども、都城市を見て、あ、こういうやり方をすれば若

　者が集い、子育ての拠点になる施設ができれば、長時間利用はかなり増えるんじゃないか

　なと思います。やっぱり若者が安心して過ごせる場所や子育て支援と、今後、連携した企

　画などを期待しております。

　　次に、図書館をより開かれた場所としていくためには、若者だけではなくあらゆる利用

　者がひとしくアクセスできる環境づくりも欠かせません。特に視覚に不安のある方や、読

　み書きが困難な方、長時間の読書が難しい方など、多様な利用者がストレスなく読書を楽

　しめる環境整備は、これからの図書館にとって非常に重要なテーマだと考えます。

　　そこで次に、図書館のデジタル化や、アクセシビリティーの向上について伺います。

　　障害の有無などにかかわらず、様々な利用者が読書を楽しむことができるようなデジタ

　ル図書の導入はあるのか、伺いたいと思います。

○図書館共創交流局参事（西澤和江）　お答えいたします。

　　電子書籍であれば、タブレット、スマートフォンなどの機器類を利用して、文字サイズ

　を拡大して読むことができます。また、活字での読書が困難な方に関しては、オーディオ

　ブックによる聞く読書で、本の世界を楽しむことができます。そのほか、開館時には全国

　視覚障害者情報提供施設協会が運営しているサピエに会員登録を行います。サピエは、視

　覚障がい者や視覚による表現の認識が困難な方々のための点字データ、デジタル音声デー

　タを提供できるネットワークです。登録をすると、全国のサピエ会員施設及び団体が製作

　した資料の貸出しを依頼したり、コンテンツをダウンロードすることができ、より多くの

　資料を提供できるようになります。一人一人に合った読書の方法が選べるよう、読書環境

　を整えていきたいと考えています。

○２番（石田　強）　答弁ありがとうございます。

　　図書館を本当に使いやすい形にしていくためには、視覚障がい者、読み書きが困難な方、

　高齢者、高齢者支援者など当事者の声を丁寧に拾うことが不可欠です。ぜひとも意見交換

　会や利用者アンケートなどを通じて、必要な支援や改善点を把握し、図書館が誰にとって

　も安心して利用できる場所となるような取組を進めていただきたいと思います。

　　これで図書館については終わらせていただき、次に公園行政について質問させていただ
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　きます。

　　このように図書館を中心としたエリア整備が進む中で、その外側に広がる別府公園の在

　り方や利活用も、まちづくりの重要な要素になっています。新図書館周辺整備に伴い、別

　府公園の富士見通り側の北口が市役所前交差点へ移設されました。その北口移設の理由に

　ついて、市のお考えをお聞かせください。

○公園緑地課長（久保田仁）　お答えいたします。

　　別府公園の北口の移設につきましては、様々なイベントが行われ、市民の憩いの場とし

　て利用されている別府公園と、交差点を挟んだ新図書館や市役所とのアクセス向上のため

　移設を行いました。

　　また、バス停の移設、旧北口の改修、道路整備工事を一体的に行い、バス利用者の待合

　スペースや安全な歩行空間の確保など、交差点周辺の安全性・利便性の向上も図っており

　ます。

○２番（石田　強）　北口の移設により公園、図書館、市役所の回遊性が高まったことは大

　きなメリットだと感じています。

　　次に、別府公園をにぎわいの拠点として活用する可能性についてお尋ねします。

　　図書館や市役所を起点として新たな人の流れを生かして、別府公園をにぎわい創出の場

　として積極的に活用できるのではないかと考えますが、市の見解を伺います。

○建設部長（山内佳久）　お答えいたします。

　　別府公園の利用につきましては、駅に近いなど立地環境がよく、広い芝生広場や大型駐

　車場もあり、別府ビーコンプラザやべっぷアリーナで行われますイベントや競技で立ち寄

　れる公園となっております。交流拠点であるこもれびパーク完成後には、新たな人の流れ

　により北口広場一帯が活性化され、さらなる別府公園を中心としたにぎわいの創出やコ

　ミュニティーが生まれることを期待しております。

○２番（石田　強）　答弁ありがとうございます。別府公園は、立地や芝生広場、駐車場な

　ど大きな魅力があり、こもれびパーク完成による新たな人の流れも大きく期待を感じてい

　ます。

　　その上で、公園を通り抜ける場所ではなく立ち寄りたくなる場所に育てるために、定期

　的に小型のマーケットやキッチンカー、図書館と連動した野外イベント、ミニステージの

　活用、施設の演出など、公園らしいにぎわいのつくり方を進めていただきたいと考えます。

　別府公園が、町なかの中心としてさらに親しまれやすい場所になることを期待しています。

　　特に、やっぱり僕が都城市に行って感じたのは、年間 200 日あそこでイベントをしてお

　り、いつ行っても人が集まるイベントをすることによって、子育て世代も楽しめる場所に

　なって、その方々がスーパーで買物したり、例えば子どもを一時保育などがあるんで預け

　て、その間にお母さんがカフェでお茶したり、図書館でゆっくり本を読んだりできる、本

　当に生活の拠点というか、基盤になっているというふうなことです。都城市の図書館長か

　らもお話を伺いました。そういう公園と図書館をつなぐような形でイベントができる公園

　になれると思いますので、公園のイベントにそういう補助とかでも今後出していただける

　と、別府公園と図書館にいい流れができるんじゃないかなと思います。ぜひ検討してくだ

　さい。

　　公園の価値を高めていくには、にぎわいづくりだけでなく、日常的に安心して使える環

　境設備も欠かせません。特に市内の身近な公園は、子どもから高齢者まで多くの市民が利

　用しており、日頃の維持管理が利用満足度に直結する重要な要素となっています。

　　そこで次に、公園の維持管理についてお尋ねします。

　　若草町にある公園の草刈りは、年に１回と伺っています。利用者数も幅広く、草の伸び

　が早いことから、現在の回数では利用に支障を来す場合もあると聞いています。草刈りの



103－ －

　回数を増やすことはできないのか、市のお考えを伺います。

○公園緑地課長（久保田仁）　お答えいたします。

　　公園の維持管理につきましては、大小 177 の公園の利用頻度や草の繁茂状況により、計

　画的に草刈りを行っております。今後も現地の状況を確認し、また地域の利用状況も伺い

　ながら、適切な頻度で維持管理をしていきたいと考えております。

○２番（石田　強）　身近な公園は、多世代が日常的に使う大切な生活インフラです。草の

　伸びが速い場所では、安全性や衛生面に直結するため、地域からの声を丁寧にくみ取り、

　必要に応じて柔軟に頻度を調節していただきたいと思います。

　　公園の維持管理は行政だけではなく、地域の方々の声や日々の利用状況がとても大きく

　関わっており、市民と行政が一緒になって環境を守っていくことが、より安全で快適な公

　園づくりにつながると感じます。

　　そこで次に、公園管理における地域との協働体制について伺います。

　　身近な公園は、地域と協力して管理することで、より適切な維持ができると考えます。

　清掃や草刈りを行っていただいている愛護会の皆様とより積極的に連携していくことにつ

　いて、市はどのように考えているのか、伺います。

○公園緑地課長（久保田仁）　お答えいたします。

　　公園愛護会との連携につきましては、地域の事情に応じて活動していただいております。

　愛護会活動は、健康の維持や環境の維持、自治体活動の場としての利用を促進するなど、

　地域を支えていただいております。高齢化などの理由で草刈りなどの作業が困難な状況を

　抱えている団体もある中で、今後、地域でできること、できないことをすみ分けして、地

　域の実情をお聞きしながら、愛護会活動の継続や新規加入を含めて、連携できればと考え

　ております。

○２番（石田　強）　愛護会の活動が今後も無理なく続けられるように、作業が困難な団体

　への部分的支援、道具の貸出し、若い世代が参加しやすい仕組みづくりなど、行政のサポー

　ト体制をさらに強化していただきたいと考えます。

　　公園は地域の大切な資産です。愛護会と行政が協力しながら、安心して使える公園づく

　りが進むことを期待します。別府には、市民だけではなく、観光客や若者が集う特色ある

　公園づくりが進んでいる場所もあります。その代表が上人ヶ浜公園だと思います。複数年

　にわたって整備が進められ、地域コミュニティーやスポーツ、観光とも連動した非常に魅

　力的な空間として発展しつつあります。

　　そこで次に、上人ヶ浜公園の整備計画について伺います。

　　上人ヶ浜公園の整備は複数年で進められ、北側エリアではＳＨＯＮＩＮ　ＰＡＲＫが

　オープンし、南側エリアではアーバンスポーツを楽しめるバスケットコートが増設され、

　２コート体制となりました。スケートボードコートも整備され、大会利用も行われていま

　す。今後の整備計画について市はどのようにお考えでしょうか、お答えください。

○公園緑地課長（久保田仁）　お答えいたします。

　　上人ヶ浜公園の整備につきましては、ＳＨＯＮＩＮ　ＰＡＲＫが完成し、砂湯の高付加

　価値化と公園の魅力向上に加えて、要望の高いアーバンスポーツ施設の整備、園路のバリ

　アフリー化など、利用しやすい環境整備で公園を全体をより楽しめ、憩いのある公園とし

　て整備を行ってきました。

　　現在、利用者が増えたことにより駐車場の満車状態が続き、利用しにくい状況を解消す

　るため、新たに駐車場の整備を行いまして、上人ヶ浜公園の整備が完成となります。今後

　は各種利用状況を把握し、整備の方針を定めたいと考えております。

○２番（石田　強）　ありがとうございます。上人ヶ浜公園がＳＨＯＮＩＮ　ＰＡＲＫやアー

　バンスポーツ施設の整備により、多世代が利用しやすい公園へと進化してきたこと、そし
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　て駐車場整備で全体が完成する方針を理解しました。

　　その上で提案なんですけども、今後さらに魅力を高めるために、バスケットコートの利

　用者やスケートボードエリアの利用者から聞き取りを行いました。バスケットコートは、

　新たにもうちょっと増設していただけるんであれば、ハーフコートではなくフルコート化

　を希望しているそうです。スケートボードエリアは、セクション、要は障害物ですね、今

　何もない状態なんで利用しにくい、利用者が勝手にセクションを自分たちで持ってきて置

　いてるんですけども、もしそういうのが壊れたときは多分そのまま置いて帰る心配があり

　ます。そのため、壊れにくいセクションを設置していただくことで、利用者がまたさらに

　増えるのと、安心して利用できるんじゃないかなと思いますので、ぜひとも検討していた

　だきたいと思います。いずれも利用者の声が多く、若者のスポーツ環境の充実や滞在時間

　の向上、地域交流にもつながる改善です。上人ヶ浜公園が、別府を代表する都市型公園と

　してさらに発展することを期待して提案させていただきます。

　　以上で、公園行政に関する質問は終わります。

　　続きまして、まちづくりを支える重要な自主財源である競輪事業についてお尋ねします。

　　まず、競輪投票ポータルサイトについて伺います。この新たな取組の売上目標をどのよ

　うに設定しているのか、市の考えをお聞かせください。

○公営事業局副局長兼デジタル推進課長（松本弘次）　お答えいたします。

　　競輪投票ポータルサイトの売上げといたしましては、当初は年額 160 億円を目標とし、

　段階的に取り組みながら、最終的には 1,000 億円を目標としております。

○２番（石田　強）　競輪投票サイトが非常に競合が多く、独自性や若者層へのデータを生

　かした改善など、継続して使ってもらえるサイトづくりが目標達成の鍵となると考えます。

　新たな収益基盤として非常に重要な事業ですので、今後積極的な改善と強化を期待してい

　ます。

　　売上げ達成に、使いやすさやプロモーションだけではなく、その基盤となるのは会員数

　の確保が極めて重要です。特に、立上げ期はどれだけ早く会員を集められるかが成長を左

　右します。

　　そこで次に、会員獲得目標について伺います。競輪投票ポータルサイトの会員獲得目標

　はどのように設定したのか、お聞かせください。

○公営事業局副局長兼デジタル推進課長（松本弘次）　お答えいたします。

　　競輪投票ポータルサイトの会員数といたしましては、当初は 50 万人を目標としており

　ます。アソビュー！会員を含め、パートナー企業とも交渉しておりますので、最終的には

　95 万人を目標に取り組んでまいりたいと考えております。

○２番（石田　強）　アソビュー！会員などから 50 万人を目標とする意欲的な方針、分かり

　ました。

　　その上で提案なんですけども、競輪未経験者が多い層に登録してもらうためには、初心

　者向けコンテンツや体験型キャンペーン、アソビュー！ポイントの連携、若者向けのＳＮ

　Ｓの導線など入り口の工夫が重要です。50 万人という大きな目標だからこそ、ターゲッ

　トの特性に合ったプロモーション戦略を期待したいと思います。会員数を伸ばすには、ター

　ゲットに合ったプロモーションと、どこでどう周知するかが鍵になります。特に、競輪ファ

　ンが集まる場での広報は、その成長する売上げを左右します。

　　そこで次に、広報の展開について伺います。

　　会員獲得に向けて、全国の競輪場での広報活動を実施するのか、その方針についてお聞

　かせください。

○公営事業局副局長兼デジタル推進課長（松本弘次）　お答えいたします。

　　全国の競輪場にも御協力いただき、広報を実施していきたいと考えておりますが、その
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　ほかにも効果的な広報を実施していきたいと考えております。

○２番（石田　強）　全国の競輪場での広報は有効ですが、会員獲得には新規層向けの発信

　が不可欠です。ＳＮＳやインフルエンサーの活用、アソビュー！との連動、初心者向けの

　導線づくりなど、既存ファンと新規層を分けた広報戦略に、をぜひ強化していただきたい

　と思います。

　　ポータルサイトの成功には外向きの広報だけでなく、安全な内部体制の整備が欠かせま

　せん。個人情報や投票データを扱う以上、適切な管理は利用者の安心にも直結します。

　　そこで次に、体制面について伺います。競輪投票ポータルサイトの運営に当たり、守秘

　義務や情報管理に関するルールづくりはどの程度進んでいるのか、現状と考えをお聞かせ

　ください。

○公営事業局副局長兼デジタル推進課長（松本弘次）　お答えいたします。

　　守秘義務や機密保持条項により、職員・委託業者ともに厳格な取扱いが課せられており

　ます。また、セキュリティーの関係ですので、詳細な答弁は控えさせていただきますが、

　役割に応じたアクセス権限で運用し、情報漏えいや不正アクセスのリスクを最小限に抑え

　る仕組みとしております。

　　ルールづくりにつきましては、本番稼働までに運用マニュアルを整備する予定としてお

　ります。

○２番（石田　強）　答弁ありがとうございます。守秘義務やアクセス制限の管理を徹底さ

　れるという説明を受け、安心いたしました。

　　ポータルサイトの信用性に加え、既存のデジタル資源をどう活用するのかも事業の収益

　性に直結します。その代表が、別府競輪場のホームページです。

　　そこで次に、ホームページの運用状況について伺います。別府競輪のホームページにつ

　いて、年間の運用費用と閲覧数などはどの程度なのか、その現状をお聞かせください。

○公営事業局事業課長（山本直樹）　お答えいたします。

　　年間の運用委託料でございますが、令和６年度が税込みで月額 44 万円、年額 528 万円、

　令和７年度も同額の税込みで月額 44 万円、10 月までの７か月間で 308 万円でございます。

　　次に、ホームページの閲覧の回数でございますが、令和６年度が年間で 60 万 5,743 回、

　１日平均 1,660 回、令和７年度が 10 月までで 38 万 1,349 回、１日平均 1,782 回となって

　おります。１日平均の回数は前年比で 107.35％と伸びている状況となっております。

○２番（石田　強）　ホームページは年間 528 万円で運用され、閲覧数も伸びていることで、

　一定の成果は理解しました。しかし、これだけの運用コストを投じている以上、単なる情

　報発信だけではなく、収益につながるホームページへと転換していくことは重要だと考え

　ます。具体的には、投票ポータルサイトとの連動強化、初心者向けコンテンツの充実、イ

　ベント情報など、魅力的な発信アクセスの分析により、改善サイクルなど回遊性と収益性

　を高める工夫を進めていただきたいと思います。閲覧数という強みを生かして、収益向上

　につながる運用を期待したいと思います。

　　次に、競輪事業は市民サービスを支える重要な財源でもあります。その財源貢献を把握

　することは極めて重要です。そこで、競輪収益の市への繰出状況について伺います。

　　競輪事業の収益の一部は福祉の増進、医療の普及、教育文化の発展など、市の一般会計

　に繰り出されているということは理解しています。昨年度競輪事業から一般会計へ繰り出

　された金額は幾らだったのでしょうか、お聞かせください。

○公営事業局総務課長（松島俊樹）　お答えいたします。

　　令和６年度の一般会計への繰出額は６億 3,000 万円となっております。

○財政課長（河野文彦）　お答えします。

　　一般会計で受けました令和６年度分の収入の活用でございますが、令和７年度分の給食
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　費の保護者負担の軽減に２億 3,000 万円、各種予防接種費に 9,000 万円、各種体育施設の

　改修に 4,000 万円に加えまして、緊急通報システムや在宅高齢者の介護者見舞金、保育所

　入所関連経費、小中学校のＩＴＣ関連経費、別府アルゲリッチ音楽祭をはじめとします芸

　術文化活動補助金、スポーツ協会や地区体育協会への補助金等に活用しております。

○２番（石田　強）　ありがとうございます。令和６年度で多くの繰出金がいろんな事業で

　使われたことが分かりました。競輪事業の６億 3,000 万円が給食費軽減、予防接種、体育

　施設の改修、いろんなことで使われているということが分かりました。

　　私が危惧しているのは、せっかくこうやって繰出金が多くある中で、ポータルサイトが

　ちょっとどうしても足を引っ張ってしまうということを今危惧しています。そこで、私今

　公営事業局と定期的にやり取りして、ここでは言えないと思いますが、いろいろ新しい取

　組などが生まれていると予想されます。そういう、ちょっとほかのやってないニッチな層

　に向けてターゲットを絞ることで、今後ポータルサイトも 10 億円の売上げ達成すること

　は現状厳しいと思うんですけど、ほかのニッチな層に刺さることで維持はできるんじゃな

　いかなと思います。要はもう競輪ポータルサイトが失敗することで、繰出金が減ってしま

　うことも危惧していますので、ぜひともポータルサイトの成功に、職員の皆様頑張ってい

　ただきたいと思いますし、我々議員も積極的に提案していきたいと思います。

　　次に、競輪事業の将来の安定運営を考える上で、サテライト宇佐の経営状況を把握する

　ことが重要です。そこで、サテライト宇佐の現状について伺います。

　　現在、ネット投票の売上げが全体の８割を超えると聞いています。紙車券からデジタル

　への移行が加速する中、全国的にサテライトの撤退も見られますが、別府市が運営するサ

　テライト宇佐の経営状況はどうなっているのか、教えてください。

○公営事業局事業課長（山本直樹）　お答えいたします。

　　サテライト宇佐につきましては、サテライト宇佐有限会社から土地・建物を別府市が借

　り上げ、車券の発売を行っておりますが、必要経費を差し引いても収益は出ている状況で

　ございます。

○２番（石田　強）　答弁ありがとうございます。サテライト宇佐が現在、必要経費を差し

　引いても収益を確保し、安定した運営が行われてることは理解できました。

　　一方、全国的に場外車券売場の環境は厳しくなる中で、今後は地域連携や利用者のニー

ズに応じた中期的な運営方針の検討が重要だと考えます。地域のイベントとの連携や初心者

向けガイダンス、デジタル投票とのハイブリッド化などを進めることで、より利用しやすい

拠点へと発展できるはずです。今後も収益面、地域貢献の両面で持続的に成長していくこと

を期待し、提案させていただきます。

○競輪事業管理者（上田　亨）　最後にすみません。今、石田議員のほうからいろいろ競輪ポー

　タルサイトが全体的に足を引っ張るのではないかという御心配等々をいただきましたが、

　今補正議案でも提出いたしてますように、売上げが非常に右肩上がりで、過去にない 400

　億円を超える売上げで、今回の補正で 100 億円を超える売上げで出させていただいており

　ます。

　　また、ポータルサイトのほうも非常に順調に開発も進んでおりまして、具体的には申し

　上げませんが、プロモーションの関係もいろんな案を今練っているところでございますの

　で、最終的な目標を達成できるように取り組んでまいりますので、御心配なく見守ってい

　ただければというふうに思っております。

○２番（石田　強）　すみません。やろうとしてることとか、新しい会員を獲得するビジョ

　ンなどは聞き取りでよく分かったんですけども、競輪投票ポータルサイトについては、ど

　うしても競合が強過ぎる。でも聞き取りの中で、本当今までやってない層を取るという点

　は理解しました。そこをもうちょっと絞っていろんな方の意見を聞きながら、ぜひとも成
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　功に導いていただければと思います。

　　以上で終わります。

○ 16 番（穴井宏二）　それでは、一般質問させていただきたいと思います。

　　まず、産後ケアについて質問をしたいと思います。

　　この産後ケアでございますけれども、子育て支援の中でも産後ケアというのは最近光が

　当たってまいりました。非常に重要な取組であると思っております。赤ちゃんを産んで

　も育児の協力が得られず、母親一人か父親一人で赤ちゃんの面倒を見ることがワンオペと

　言われておりますけども、このワンオペは母親の心身に大きな負担がかかります。その心

　身のサポートをするために、国も補助金を出して後押しをしております。この背景にある

　のが、産後鬱の問題の深刻化であります。厚生労働省のデータによりますと、虐待で亡く

　なった 66.9％が０歳から２歳児だったとのデータもあるようでございます。

　　そこで、この産後ケア事業について、具体的なサービス内容、またその目的、どのよう

　な方がまた利用できるのか、教えてもらいたいと思います。

　（議長交代、副議長安部一郎、議長席に着く）

○こども家庭課長（内田千乃）　お答えいたします。

　　産後ケア事業は、母子保健の一環として、アウトリーチの訪問型や宿泊型、デイサービ

　ス型の３つの形態で、助産師等の専門職による心身のケアや育児支援を行うものです。具

　体的には、産後の母親の心身の回復を目的とした母体の健康状態の確認や乳房ケア、産後

　の生活指導に加え、赤ちゃんの健康確認、体重や栄養方法の助言、授乳や沐浴の指導など

　安心して育児をスタートできるよう、切れ目ない支援を提供しております。

　　また、育児疲労を抱える母親が休息できる環境の提供も重要な役割となっています。御

　利用いただけるのは、別府市に住民登録のある生後１歳未満のお子様と母親で、産後ケア

　を希望される方です。

○ 16 番（穴井宏二）　今課長がおっしゃったように、母親が休息できる環境の提供、これが

　非常に大事だと思います。

　　そこで、答弁にもありましたけども、宿泊型・デイサービス型・訪問型のその内容と、

　令和４年度からの３か年の利用状況、これはどうなっていますでしょうか。

○こども家庭課長（内田千乃）　お答えいたします。

　　宿泊型は午前 10 時から翌日午前 10 時まで、医療機関等で実施しています。デイサービ

　ス型は午前 10 時から午後５時、訪問型は同時間内の２時間の支援になります。

　　利用回数は、３形態の合計で７回までとなっております。

　　利用状況、各年度の延べ利用回数は宿泊型、令和４年度 46 回、令和５年度 56 回、令和

　６年度 113 回。デイサービス型、令和４年度 102 回、令和５年度 259 回、令和６年度 485 回。

　訪問型につきましては、令和６年度からの開始であり、令和６年度の利用状況は延べ 13

　回となっております。全体的に、令和７年度も増加傾向が続いております。

○ 16 番（穴井宏二）　今、答弁の中で、特に宿泊型、令和６年度 113 回ということで、これ

　は対象者が拡大になったということでかなり増えたようでございます。広報もよくされて

　いるのではないかなと思ってますし、また訪問型については、令和６年度から開始という

　ことであります。ある助産院さんに聞きましたところ、訪問型のニーズもかなり増えてる

　ということでございました。

　　そこで、全体的に利用者が増加傾向ということでございますけれども、その要因、また

　産後ケアにはどのような効果があるのか、また利用した方の声はどのような声が寄せられ

　ているのか、教えていただきたいと思います。

○こども家庭課長（内田千乃）　お答えいたします。

　　産後ケアの効果といたしましては、産後の身体的回復の促進、育児の不安やストレスの
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　軽減、授乳や育児技術の習得などが確認されています。

　　また、産後鬱の予防にも寄与しており、参加した母親からは休養を取ることができた、

　不安が解消した、授乳の問題が解決した、育児に自信が持てるようになったという声が多

　く寄せられています。

　　引き続き、産後の不安や負担を軽減できるよう周知・支援体制の充実に努めてまいりま

　す。

○ 16 番（穴井宏二）　分かりました。

　　先ほども少し述べましたけれども、産後鬱の問題でございますが、出産後の女性は育児

　疲れや、また夜中の授乳とかで、睡眠不足から心身が不調になって、子育てに自信が持て

　なくなるケースもあるようです。特に産後１か月前後から発症して、赤ちゃんを育てる気

　がなくなったり、また食事や睡眠を十分に取れなくなったりすることでございますけれど

　も、この産後鬱についての市として捉えている要因、またメンタル部分の支援など、こど

　も家庭課としてはどのような対策を行っていますか。

○こども家庭課長（内田千乃）　お答えいたします。

　　産後鬱については、特に育児に対する不安や孤独感、身体的な疲労など、複数の要因が

　重なって生じると言われております。本市では、産後ケアの中で助産師等によるメンタル

　ヘルス支援を実施し、育児負担の軽減を図っております。産後ケアサービスを利用した母

　親の中には、育児負担が軽減され、メンタルケアを受けることで精神的な安定が図られて

　いるケースが多いと報告されています。

　　産後鬱発症のリスクが高い妊婦につきましては、産前から産科・精神科と連携した支援

　を行っております。さらに早期発見のため、産後２週間健診と産後１か月健診、並びに産

　後４か月までに実施する赤ちゃん訪問時に、心理的なチェックによるスクリーニングを実

　施し、必要な方には医療機関等へのつなぎを行っております。今後も早期の発見と予防・

　支援を一体的に進めてまいります。

○ 16 番（穴井宏二）　答弁の中で、最後に早期発見と言われました。この早期発見のために、

　別府市はこんにちは赤ちゃん訪問事業とか、１か月健診とかされておりますけれども、ぜ

　ひとも、これに漏れる方もいらっしゃると思いますので、しっかり取り組んでいただきた

　いと思います。

　　この産後鬱の状態は、やっぱりストレスが大きな原因と言われておりまして、特に別府

　市に住民登録がない方、こんにちは赤ちゃん訪問事業とか、そういう１か月健診とかに漏

　れた方、住民登録がない方、里帰り出産とか、また外国人の方とか、そのような方には孤

　立防止の観点から漏れなく支援をしていただきたいと思いますけども、別府市の支援内容

　はどうなっていますでしょうか。

○こども家庭課長（内田千乃）　お答えいたします。

　　住民登録が本市にない場合であっても、住所地自治体からの依頼に基づき、赤ちゃん訪

　問等を実施しています。出生連絡や医療機関からの情報を基に、住所地と協議しながら、

　母子の状況確認、育児相談、必要な制度につなぐなど、通常の赤ちゃん訪問と同様の支援

　を行っております。

　　また、孤立防止の観点から、住民登録の有無にかかわらず利用できるサービスについて

　は積極的に案内しています。さらに、別府市ならではの癒やしを感じていただける別府ウェ

　ルネス産後ケアサービスＭＯＴＴＯを、市外の方が利用できるサービスとして御案内して

　おります。住民登録がないから支援できないという運用ではなく、母子の安全確保と孤立

　防止を最優先に必要な支援に確実につなぐことを基本方針とし、今後も住所地自治体との

　連携強化や産後の不安を抱える家庭への早期アプローチに努め、切れ目ない支援体制を維

　持してまいります。



109－ －

○ 16 番（穴井宏二）　分かりました。住民登録がないから支援できないと前おっしゃってま

　したけども、そういうことではなくてということで、もうすぐ始まります別府ウェルネス

　産後ケアサービスＭＯＴＴＯ、非常にすばらしい事業だと思いますので、しっかり広報を

　して、一人も漏れなく支援をしていただきたいと思います。

　　では、続きまして、０歳からの頭のゆがみを整えるヘルメット治療について質問をして

　いきたいと思います。あまり聞き慣れない言葉だと思います。私も市民の方から提案を受

　けまして、今回の質問に当たっていろいろ調べた上で質問させていただきたいと思います。

　　人間の頭の骨、頭蓋は 15 種類、23 個の骨でつくられていると言われております。赤ちゃ

　んの頭の形は様々な要因で変形が起きるようでございまして、向きぐせとか、ちょっと頭

　の形が斜めになったりとか、そのような代表的なものもありますけれども、以前は、頭の

　形がちょっと変わっていても確かな治療法はなかったようでございます。しかし、近年に

　おきましては重度の変形を残して大人に成長させることは、その後の運動能力や言葉の発

　達など、脳に影響を及ぼす、社会生活を行うに当たって外面的なコンプレックスを持つこ

　とがあると、学術研究でも発表されているようでございます。特に、これはアメリカでは

　先進的に治療が行われているようでございまして、頭蓋形状矯正ヘルメット、要するにコ

　ルセット治療みたいなものですね、それが導入されて約 95％が治ったというような効果

　も出ているようでございます。

　　この赤ちゃんの柔らかい頭蓋骨は１歳までに固まると言われておりますけれども、この

　赤ちゃんの頭のゆがみを改善するためのヘルメット治療、別府市内では国立病院機構別府

　医療センター小児科、形成外科で、赤ちゃんの頭のゆがみを整えるヘルメット療法を来年

　４月から開始すると、このように医療センターの先生からもお聞きしました。この治療の

　対象となっている頭蓋変形症、これはどのようなものか、答弁をお願いしたいと思います。

○こども家庭課長（内田千乃）　お答えいたします。

　　頭蓋変形には、左右差が出る斜頭症や前後方向に短い短頭症、左右方向に狭い長頭症な

　どがあります。原因は大きく２つに分かれます。一つは病的要因である頭蓋骨縫合早期癒

　合症です。これは赤ちゃんの頭蓋骨が早期に癒合し、頭部が正常に成長できない状態で、

　頭部レントゲンや頭部ＣＴで診断されます。頭蓋が拡大しないことで頭の形状や脳の発達

　に影響が生じ、外見や機能に異常が現れることがあります。この場合は手術が検討されま

　す。２つ目は、位置的頭蓋変形症です。これは向きぐせなどの外圧によるもので、病気で

　はありません。多くは後頭部の変形で、片側が扁平化する斜頭症や全体が扁平化する短頭

　症が含まれます。

　　乳児の場合、専門医による鑑別診断・頭蓋検診を受け、病的要因と位置的変形を適切に

　区別することが重要です。

○ 16 番（穴井宏二）　ありがとうございました。

　　近年、日本でも頭蓋形状矯正ヘルメット治療が導入されまして、治療が行われるように

　なったようでございます。重度の位置的頭蓋変形症、答弁でもありましたけれども、乳幼

　児は約６か月の治療でゆがみが改善されるそうです。効果が出ているようでございます。

　治療の流れは、医療機関に出向いて、まず医師の受診・問診・触診・視診・レントゲン・

　ＣＴ検査などからゆがみの原因や程度の診断の下、ヘルメット治療が必要と診断され、保

　護者の同意がある場合に治療を進めることができるとありました。

　　この治療開始の適齢期は非常に短くて、赤ちゃんの頭が軟らかい生後２か月から６か月

　までということで、治療終了時期は頭の上にある大泉門、これが頭蓋骨のつなぎが閉じた

　ときが終了時期であるというふうに判断するとなっているようでございます。

　　そこで、今御説明のありました頭蓋変形症はヘルメット治療の対象となりますけども、

　ヘルメット治療の具体的な内容、これを教えていただきたいと思います。
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○こども家庭課長（内田千乃）　お答えいたします。

　　ヘルメット治療は、位置的頭蓋変形症と言われる赤ちゃんの頭のゆがみを改善するため

　に行われる矯正治療のことです。治療開始の適齢期は、頭の形が軟らかい生後２か月から

　６か月とされており、１日に 23 時間の装着を基本に、３か月から６か月ほど継続して調

　整しながら実施します。頭蓋の成長を利用し、突出部分への圧調整により、形態の改善を

　図るものです。

○ 16 番（穴井宏二）　分かりました。しかしヘルメット治療は、現在では医療保険の適用外

　となっておりまして、全て 100％自己負担であります。メーカーの種類にもよりますけれ

　ども、30 万円から 40 万円、50 万円、60 万円ぐらいと、幾つか種類があるようでございます。

　医療センターの先生にお聞きしましたら、ちょっと遠回しに申し上げますけども、きちん

　としたところがいいとおっしゃっておりました。

　　こういうふうにお金がかかりまして、子育て中の保護者の方の経済的負担は非常に重い

　ものがあります。調べましたところ、静岡県三島市におきましては、位置的頭蓋変形と診

　断された乳幼児で、一定の条件を満たす場合に購入費の一部である 10 万円を助成すると

　いう補助制度があるようでございます。これにつきまして、今すぐどうのこうのというあ

　れはないと思いますけども、別府市の考えはどうなのか、お伺いしたいと思います。

○こども家庭課長（内田千乃）　お答えいたします。

　　ヘルメット診療は自由診療です。公的医療保険の対象外のため、基本的に全額自己負担

　となります。三島市の例は全国的な標準とまで言えず、先行的取組という段階です。

　　一般論といたしまして、コルセット・装具など保険適用の治療用補装具については、健

　康保険から療養費が出た後、その自己負担分を自治体が助成する制度がありますが、自由

　診療であるヘルメット治療はこの枠組みに含まれません。美容医療に近い側面と公的支援

　の線引きの整理が必要だと考えております。

○ 16 番（穴井宏二）　今、答弁の中で、美容医療とありましたけれども、ちょっとそこじゃ

　ないかなと思うんですが、もうちょっと寄り添っていただきたいと思います。

　　こんな感じで、出産して数か月しかたたない状況の中で、お父さん・お母さん、保護者

　の方は、赤ちゃんの未来を考える中で、このまま一生涯苦しまなければいけないのかとい

　うふうな状況を回避できる治療があるということが分かれば、何としてもお金を工面して

　治療してあげたいというのが当然の思いではないかなと思うところでございますが、この

　頭蓋形状矯正ヘルメットについて、助成制度の必要性を感じるわけでございます。この点

　について最後、市としてのもう一回答弁をお願いしたいと思います。

○こども家庭課長（内田千乃）　お答えいたします。

　　ヘルメット治療につきましては、効果があるとする研究と自然経過と大差がないとする

　研究が併存しており、現時点で国として統一した見解や、自治体で標準的な公費助成の枠

　組みが確立している段階にはございません。本市では、産後鬱予防、養育困難家庭への訪

　問支援、妊娠・出産・育児の切れ目ない支援体制など国が重点化している母子保健施策に

　人的・財政的資源を重点投入しているところでございます。

　　ヘルメット治療は頭の形など、見た目のゆがみを整えることを主な目的とした自費診療

　であり、医療的な治療が必要とされるケースとは性質が異なります。そのため、公費によ

　る支援の優先順位としては高くないと考えております。頭の形に関する治療といたしまし

　ては、体位の工夫や理学療法など、保険適用となる方法もあり、ヘルメット治療のみを特

　別に補助することは、ほかの自由診療との公平性の観点から慎重な検討が必要と考えてお

　ります。

　　本市としては、国の動向を注視するとともに、まずは健診、相談体制の充実を図ってま

　いりたいと思います。
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○ 16 番（穴井宏二）　分かりました。医療センターの先生にもお聞きいたしまして、今はこ

　の頭蓋変形症の診断はできるということでございました。来年４月からは、申し上げまし

　たけれども、このヘルメット治療を開始するということでございまして、九州では福岡県

　に１か所、この頭蓋変形症の診断治療ができる病院があるようでございます。来年４月か

　らは別府医療センターでスタートすることによりまして、九州では２番目となります。病

　気とお金の工面で大変悩まれる御家庭も出てくるかと思いますので、そういう面でも、ぜ

　ひ制度の面を乗り越えて手を差し伸べていただきたいと思いますので、よろしくお願いい

　たします。

　　では、子育てにつきましては以上で終わらせていただきたいと思います。

　　続きまして、学校関係、特別支援教育についてお伺いをしたいと思います。

　　まず、特別支援教育とは、障がいのある幼児、児童、生徒の自立や社会参加に向けた主

　体的な取組を支援する観点から、一人一人のニーズを把握して、その持てる力を生かして、

　日常生活や学習上の困難を克服するために、一人一人のニーズに応じた必要な支援を行う

　とされておりますけれども、学校教育課としましてはどのような特別支援教育を行ってい

　ますでしょうか。

○学校教育課参事（藤原良浩）　お答えいたします。

　　障害や特性によって、学習や生活に困りがある子どもがその力を最大限に発揮できるよ

　うに、社会で自立していくことを目的に、一人一人の多様なニーズに応じた支援を行って

　おります。

○ 16 番（穴井宏二）　この特別支援教育は、障がいのある子どもたちへの教育にとどまらず、

　お互いの違いを認め合って、生き生きと活躍できる共生社会を形成する基礎となるもので

　すけども、別府市の公立小中学校において、特別支援学級に在籍する児童生徒の過去３年

　間の人数を教えていただきたいと思います。

　　また、小中学校において、特別支援学級に在籍する児童生徒は全国的にも増加傾向にあ

　るようですけども、その増加する要因について、市教委としての見解をお伺いしたいと思

　います。

○学校教育課参事（藤原良浩）　お答えいたします。

　　市内小中学校における特別支援学級の児童生徒在籍数は、令和５年度は 346 人、令和６

　年度は 399 人、令和７年度は 456 人です。全国で特別支援学級に在籍する児童生徒数は、

　平成 25 年度が約 17 万 5,000 人、令和５年度が約 37 万 3,000 人と、10 年間で 2.1 倍に増

　加しております。

　　特別支援学級在籍の児童生徒の増加については、発達障害や特別支援教育への理解が進

　み、子ども一人一人に適した支援やきめ細かな対応を受けられることから、特別支援学級

　への入級を希望する保護者が増えていると認識しております。

○ 16 番（穴井宏二）　分かりました。

　　では、勤務形態ですね、特別支援教育支援員に必要な資格と勤務形態、これはどうなっ

　ているのか。また、特別支援教育支援員の過去３年間の配置人数、これはどうなっている

　のか、御答弁をお願いします。

○学校教育課参事（藤原良浩）　お答えいたします。

　　必要な免許・資格につきましては、幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校、養護教諭

　の普通免許状、保育士、理学療法士、作業療法士、保健師、介護福祉士、看護師または准

　看護師等の資格、介護職員初任者研修の修了者等でございます。

　　勤務形態につきましては、原則月 15 日、７時間勤務となります。

　　配置人数につきましては、令和５年度、６年度は 50 人、令和７年度は 51 人です。

○ 16 番（穴井宏二）　別府市の中学校における特別支援教育支援員、これの配置状況はどう



112－ －

　なっていますでしょうか。

○学校教育課参事（藤原良浩）　お答えいたします。

　　各中学校１人ずつの配置となっております。

○ 16 番（穴井宏二）　ありがとうございます。市としても、特別支援学級に在籍している幼

　児、児童、生徒が増加している状況から、特別支援教育に携わる担当者とそれをサポート

　する特別支援教育支援員の役割がますます大事になってくると思います。

　　本当に重要な役割を果たしていると思いますけれども、最後に様々なお困りを抱えた子

　どもさんが増えている状況の中で、今後特別支援教育支援員の増員をしていったほうがい

　いんじゃないかなと。先ほどの答弁にもありましたとおり、各中学校１名ずつとありまし

　たけども、それが適切なのか、また今後増員する考えはあるのか、最後にお聞きしたいと

　思います。

○学校教育課参事（藤原良浩）　お答えいたします。

　　現在、困りを抱えた子どもたちが増加傾向にあることを踏まえ、今後は幼児教育を含め

　た教職員研修を充実させたり、就学前段階で個々の特性や才能等を把握したりして、適切

　な支援を行うことや、５歳児健診等の情報を共有し、適切な支援を切れ目なく行うことな

　どの支援策を講じ、支援を要する子どもたちに対する取組を充実させていきたいと考えま

　す。

　　特別支援教育支援員の増員につきましては、現状を十分に把握し、適切な配置について

　判断したいと考えます。

○ 16 番（穴井宏二）　増員につきましては、現場の声もかなりあると思いますので、しっか

　りくみ取っていただきたいと思います。

　　では、次の質問に移ります。

　　４番目、婚活支援について質問をしていきたいと思います。

　　取組状況と相談体制についてお聞きしたいと思いますけども、近年少子化対策、また地

　域活性化を目的に、婚活事業を実施する自治体が全国的にも増えております。九州の他県

　の自治体におきましては、年 14 回の婚活イベントを開催して、年間 40 組のカップルが成

　立し、そのうち４組が成婚に至ったという実績があるそうです。

　　そこで、別府市における婚活事業の実施状況、これはどうなっているのか。事業開始時

　期、また、これまでの開催実績を教えてもらいたいと思います。

○共生社会実現・部落差別解消推進課長（江川裕子）　お答えいたします。

　　別府市では、平成 30 年度から婚活サポート事業のほうを開始しております。事業の実

　施に当たっては、別府青年会議所、別府商工会議所、民間企業等で構成する別府市婚活サ

　ポート事業実行委員会のほうを組織し、結婚、地域への就業、別府市への定住による人口

　増加を目的として取り組んでいるところでございます。

　　これまでの開催実績につきましては、平成 30 年度から年２回ずつ実施し、コロナ禍と

　気象条件により中止した分を除き、これまで計９回のイベントのほうを実施しております。

○ 16 番（穴井宏二）　分かりました。

　　この婚活事業、人口増加対策の一つの柱となる政策だと思いますけれども、それではこ

　れまでの婚活イベントの参加者数はどのくらいなのか。また、カップルの成立数や成婚の

　実績、また参加者からの声、これについて答弁をお願いしたいと思います。

○共生社会実現・部落差別解消推進課長（江川裕子）　お答えいたします。

　　参加者について、これまでの総数は男性247名、女性234名、計481名であり、70組のカッ

　プルが誕生しております。そのうち１組から成婚の報告を受けております。

　　婚活イベントの内容は、町なかでのコンパ形式によるものや、野球観戦のバスツアー、

　ホテルでの会食などを企画し、開催しております。参加者からは様々な年代、職業の方と
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　知り合えた、今回はカップルになれなかったけれど、また参加したいなど、次につながる

　ようなお声をいただいております。

○ 16 番（穴井宏二）　分かりました。

　　以前、課長からお伺いしたときに、野球観戦のバスツアー、福岡のＰａｙＰａｙドーム

　に行かれた、また、インターコンチネンタルホテルでの会食などが非常に盛り上がったと

　いうふうにお聞きしました。非常にすばらしいなと思っております。

　　そこで、一つほかの自治体を紹介いたしますと、佐賀県の伊万里市では、担当係の人に

　お聞きしたんですが、デートをしたことがない方には会話のキャッチボールの仕方とか、

　女性にはヘアメイク、男性には髪型、話し方、立ち居振る舞いなどをアドバイスしている

　ということでした。令和６年度にはイベントを 14 回開催しまして、カップルが 24 組でき

　たと。また、イベントのほかに個々人のプロフィールなど、趣味とか育ちとかを聞いて、

　市の担当職員さんが、お互いに合いそうだなと思った人を引き合わせる、引合せというの

　があるそうです。この引合せ回数が 32 回で、カップル成立が 16 組成立しているというふ

　うにお聞きをいたしました。また、この後のカップル成立後も、その後どうなっているの

　かという追跡をしているそうです。会った、別れた、またくっついたとか、いろいろある

　そうでございますけども、しっかり追跡をして、面倒を見るというのはおかしいですけど

　も、そのようにやっているそうです。

　　ちょっとお聞きしたんですが、イベントと相談員による引合せではどちらが多いのかと

　お聞きしましたら、どちらかというと引合せのほうがカップル成立の成功率が高いように

　感じているとおっしゃっておりました。

　　そのようなことで、どこがどうのこうのというわけじゃありませんけども、別府市でも

　きめ細かな相談体制、もうちょっと介入をして、相談体制を整えて、このような取組を別

　府市でも実施してみたらどうか。さらに幅を広げて、ＰａｙＰａｙドームの観戦とか非常

　に人気があったそうでございます。もうちょっとこういう細かいところもやったらどうか

　と思いますけども、いかがでしょうか。

○共生社会実現・部落差別解消推進課長（江川裕子）　お答えいたします。

　　現在、別府市では、結婚を希望される方への個別相談や支援体制のほうは整えておりま

　せんが、今後も結婚を望む多くの方に御参加いただけるよう、引き続き婚活イベントの内

　容の充実に努めてまいりたいと考えております。

○ 16 番（穴井宏二）　私はイベントに参加できませんけども、今後の成功をお祈りしたいと

　思います。

　　では、最後の質問に移りたいと思います。

　　良好な生活環境の確保について質問をしていきたいと思います。

　　騒音・ごみ・雑草・動物、またカメラの設置等についてお伺いしたいと思いますけども、

　別府市内で騒音や空き地の雑草、動物の不適正な飼育についての相談件数やその内容、市

　の対応状況はどうなっているのか、現状はどうなっていますでしょうか。

○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。

　　騒音に対する過去３か年の相談件数につきましては、令和４年度に 34 件、令和５年度

　に 36 件、令和６年度に 41 件と推移をしております。相談内容は、工事騒音や生活騒音に

　よるものが多く、本課では連絡を受けてから現地に赴き、現状把握の上、原因者への指導

　に努めているところであります。

　　空き地の雑草に対する過去３か年の相談件数につきましては、令和４年度に 135 件、令

　和５年度に 149 件、令和６年度に 137 件と推移をしております。本課では現地確認の上、

　原因となる土地所有者に空き地の不良状態を通知し、当該地の適正管理を指導していると

　ころであります。
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　　愛玩動物の不適正な飼育に関する過去３か年の相談件数につきましては、犬では令和４

　年度 13 件、令和５年度に 18 件、令和６年度が 14 件であり、猫では令和４年度に 56 件、

　令和５年度に 64 件、令和６年度に 74 件となっております。犬に関する苦情相談の内容と

　しましては、ふんの害や鳴き声、放し飼いが多く、大分動物愛護センターと情報共有を行っ

　た上で原因者宅へ訪問し、適正飼育の指導を行っております。

　　猫に関する苦情相談内容としましては、ふんの害や無責任な餌やりが主となりますが、

　状況を把握した上で、原因者に野良猫に対して無責任な餌やりをしないことや、飼猫の場

　合には不妊去勢手術と屋内飼育の指導を行っているところでございます。

○ 16 番（穴井宏二）　ありがとうございます。詳しく御答弁いただきました。

　　特に、近年の空き家の増加によって、空き地の雑草の相談件数が増えているようでござ

　いますが、適正に所有者への指導をしていただいて、草が刈られてるとか、非常に感謝の

　声がありますのでお伝えをしたいと思います。

　　では続きまして、市民の生活環境に影響を及ぼす不法投棄についてお尋ねをします。

　　別府市内における過去３年間の不法投棄に関する相談件数はどうなっているのか、また

　続きまして、一たび不法投棄されますと、山間部などは特に回収作業に手間もお金もかか

　ると思います。多くが日が暮れて、夜間人目につかない場所で行われる不法投棄への対応

　策としては、監視カメラが効果的だと思います。現在、市が設置している不法投棄の監視

　カメラの台数は何台あるのか、また、その監視カメラの効果、設置前と設置後の効果につ

　いて、御答弁をお願いしたいと思います。

○生活環境課参事（和田万里子）　お答えいたします。

　　市内の不法投棄に関する過去３年間の相談件数は、令和４年度が 26 件、令和５年度が

　30 件、令和６年度が 31 件でございます。過去 10 年で見ますと減少傾向にありますが、

　直近３年間は微増しております。

　　そして監視カメラですが、市内に設置している監視カメラは現在４台ございます。これ

　までに繰り返し不法投棄が行われた場所に設置しておりますが、カメラ設置による抑制効

　果は非常に高く、設置した場所については、不法投棄が大幅に減少しております。

○ 16 番（穴井宏二）　監視カメラの抑止効果は非常に高いと。しかし、現在市内では４台と

　いうことでございました。これにもう一つ丸をつけるぐらいどんどん増やして、増えない

　ほうがいいんですけど、遠慮なくやっていただきたいと思います。

　　この不法投棄は、環境美化を損なうだけではなくて、自然環境を破壊するおそれがあり

　ます。厳しく取り締まっていただきたいと思いますけども、不法投棄者に対する罰則の規

　定、これはどうなっていますでしょうか。

○生活環境課参事（和田万里子）　お答えいたします。

　　不法投棄は犯罪であり、山林や公園、道路、他人の土地などにごみを不法に投棄した者

　は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律により、５年以下の拘禁刑もしくは 1,000 万円以

　下の罰金に処し、またはこれを併科すると規定されております。

○ 16 番（穴井宏二）　分かりました。５年以下の拘禁刑または 1,000 万円以下の罰金という

　ことで、私も扇山の高速道路の近くの側溝のところに何か所かこれを書いてありまして、

　おお、1,000 万円かと思ったんですけども、非常にこれは効果があるのではないかなと思っ

　ております。

　　それでは、最後に不法投棄をなくしていくための、根絶までいくかどうか分かりません

　が、強力に推進して不法投棄をなくしていくために、市は今後どのような対策を講じてい

　くんでしょうか。

○生活環境課参事（和田万里子）　お答えいたします。

　　監視カメラの活用や、職員による不法投棄多発地域のパトロールを継続するとともに、
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　県や警察とも状況に応じて連携し、早期解決に向け取り組んでまいります。

　　また、設置の要望が多い不法投棄防止看板につきましては、新たに英語表記の看板を作

　成し、不法投棄は犯罪であることを広く啓発し、不法投棄撲滅を目指していきたいと考え

　ております。

○ 16 番（穴井宏二）　分かりました。

　　別府市も環境条例があると思います。この中では罰則の適用もうたわれておると思いま

　すが、まだ適用された例はないということでございました。もう遠慮なく適用して、環境

　条例にあると思いますけども、立入調査、また、違反者の公表、勧告、命令など、強く取

　り組んでいただきたいことをお願いしまして、一般質問を終わります。

○副議長（安部一郎）　休憩いたします。

　　　　　　午前 11 時 41 分　休憩

　　　　　　午後１時 00 分　再開

○副議長（安部一郎）　再開いたします。

○７番（小野佳子）　７番、公明党の小野佳子です。

　　今回も市民の御相談、御要望から質問させていただきますので、何とぞよろしくお願い

　いたします。では早速、通告に従い始めます。

　　まず初めに、買物弱者への支援についてです。

　　近くにスーパーがない、店までの交通手段が不便などの理由で食品購入が難しい高齢者

　が増えてきております。農林水産省が、全国各地で深刻な課題となっている、食品アクセ

　ス問題に関する全国市町村アンケート調査を実施いたしました。75 歳以上の高齢者のう

　ち、買物に困難を感じている方は 55 ～ 65％であるとの結果が出ています。理由として、

　近くにお店がない、重い荷物を持てない、車を運転できないが上がっております。その結果、

　野菜不足、カップ麺、パンなどの簡易食が増え、健康への悪影響や、外出機会が減り、孤

　立が進んだとのことでした。

　　アンケート結果から、宅配や移動販売がある地域ほど、食品アクセス問題に対して満足

　度が高いようです。先日、移動販売をしている私の中学時代の恩師から連絡をいただき、

　20 分程度の移動販売を初体験しました。そこにはありとあらゆる商品がそろっており、

　品数の多さにびっくりいたしました。肉、魚、野菜、果物、お菓子に日用品まで何でもあ

　ります。必要な商品があれば、注文すればそろえてくれます。その先生は、免許証を返納後、

　近くにスーパーがないので知り合いの方の紹介で御近所さんの駐車場まで週１回のペース

　で移動販売に来てもらっておりました。バスの便が減少する中、移動手段が奪われている

　高齢者の方々にとって、買物へのアクセスは別府市全体の深刻な問題です。特に、南部で

　言えば朝見地域です。扇山北部の関の江の上の地域など、買物支援が必要な地域はたくさ

　んあります。大型店舗の進出で、地域の商店も姿を消し、その代わりにコンビニが増えて

　きましたが、それでもコンビニがない地域も多く存在します。別府市内にも免許を返納し、

　近所にスーパーもないため、買物に困っている声をよく伺います。市内では移動販売車が

　来ている地域もありますが、一方で買物に困っていることに声を上げられない地域の方々

　もいらっしゃいます。

　　別府市はライドシェアなどの移動手段の確保への支援は手厚いんですが、買物弱者に対

　してどのような考えや見解をお持ちでしょうか、お聞かせください。

○高齢者福祉課長（甲斐博幸）　お答えします。

　　全国的に人口減少、少子高齢化及び核家族化が進む中で、買物弱者の数は今後さらに増

　加するものと予想されます。高齢化が進み、担い手不足が続く現状においては、買物の機

　会を確保し、買物弱者が直面する移動手段の制約などの課題に対し、地域の安心、安定し

　た暮らしを支える重要な課題であると認識しております。
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○７番（小野佳子）　ありがとうございます。認識していただいているとのことです。

　　地域の困り事として、買物が不便という声は多くあると思いますが、別府市が把握して

　いる現状はいかがでしょうか。

○ひと・くらし支援課参事（入田純子）　お答えいたします。

　　第２期別府市地域福祉計画・第３次別府市地域福祉活動計画策定に当たり、地域ごとに

　開催しました地域ワークショップにおいて、路線バス減少等による買物・通院難民がいる

　ことが課題として見えてきた地域があります。また、高齢者が住み慣れた地域で自立した

　生活を営めるよう、多様な生活支援サービスを地域主体で充実・強化していくことを目的

　とした生活支援体制整備事業を、別府市社会福祉協議会と地域包括支援センターに委託し

　ておりますが、自治会から買物支援について課題として上がったことがあります。

○７番（小野佳子）　自治会からも、そのような声が上がったということでした。

　　別府市はゆめタウン別府を運営する株式会社イズミさんや、生活協同組合コープおおい

　たさんと包括的な連携の下、相互に協力し、別府で暮らす人々の幸福度の向上を図る目的

　で包括連携協定を締結していますが、その具体的な支援の内容についてお伺いします。

○産業政策課長（市原祐一）　お答えいたします。

　　株式会社イズミとの連携事項の一つに、買物支援があります。支援の内容は、ゆめタウ

　ン１階の食品館で買物をし、お持帰りが困難な場合に有料でお買上げ商品の配送サービス

　を行うものとなっています。エリア限定となりますが、徒歩や自転車で買物に来られるお

　客様が重たい荷物を持って帰らないで済むものであり、令和６年４月から実施をしており

　ます。

○ひと・くらし支援課参事（入田純子）　お答えいたします。

　　令和３年８月に、生活協同組合コープおおいたと地域包括連携協定を締結しました。連

　携事項の内容については 10 項目あり、その中の一つに買物支援に関することがあり、関

　係各課と情報共有しております。

○７番（小野佳子）　別府市における買物支援としてどのようなものがあるのか、現状につ

　いてお伺いします。

○ひと・くらし支援課参事（入田純子）　お答えいたします。

　　高齢者の買物支援につきましては、介護保険法の訪問介護事業による買物支援がありま

　す。そのほか、民間企業等においては、世代や属性を問わず、店舗に来店しなくても買物

　がしやすい移動販売車、店舗までの送迎サービス、また自宅まで商品を届ける宅配ネット

　スーパー、そして買物代行・同行といった様々な事例があり、高齢者に限らず、障がい者

　や子育て世代などの生活を支えていただいております。

○７番（小野佳子）　買物支援として様々な方法があることは理解しております。

　　そこで、県内を調べてみますと、由布市がイオン九州と 2011 年に地域貢献連携協定を

　締結しており、イオン九州では、九州で初の取組として令和５年４月より移動販売を開始

　し、新聞にも大きく取り上げられておりました。由布市では、イオン挾間店が山間部の湯

　平地域を６か所、市役所付近の公民館での販売も開始し、多くの市民に喜ばれております。

　先月由布市に行き、市の担当者より説明を受けて、移動販売も直接拝見しました。店頭の

　特売日と同じ価格で商品が購入でき、お買物出張手数料として１品 10 円がどの商品にも

　均一にプラスされます。カード支払いも可能です。特売日の日には、全ての商品が店頭と

　同じなのでとてもお得感があります。

　　宅配ネットスーパー、そして買物の代行・同行に加え、移動販売は必要な食料品や日用

　品を手に取って買物できる安心感と、買物を楽しむ時間はとても大切であります。やはり、

　買物は見ないと分からないものがたくさんございます。私も時々娘に買物を頼むことがあ

　りますが、購入するものはその頼んだ商品のみ。しかし、買物の必要性は商品を見て、そ
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　の場で必要な物を思い出しながら値段を見て、買うか買わないか判断するのが大半ですの

　で、とても刺激になります。

　　移動販売は買物する中で、おかずの話や家族のことや趣味の話だの、地域のコミュニ

　ティーの場所として役割は大きいと思っております。今まで家に閉じ籠り、なかなか外出

　することができなかった方も外へ出てくるようになったと、地域の方も話しておりました。

　何より、皆さんがとても楽しそうでしたし、皆と会うと元気が出るとおっしゃっておりま

　した。

　　地域のお困り事を一番分かっているのは、やはり地域であり、自治会だと思っておりま

　す。地域にお店があれば、移動販売の実施も控えないといけません。また、駐車場、駐車

　するスペースも必要です。一概に希望する地域に入れるとは限りませんが、移動販売によっ

　て地域住民の生活がより便利になり、豊かになるためにも、移動販売による買物支援に行

　政がしっかりと関わっていくことは重要であるし、行政が関わることで市民も安心します。

　　市内での買物支援に格差が生じないためにも、今後、包括連携協定を結んでいる企業と

　協力して、移動販売の支援を進めてもらいたいと思いますが、別府市の考えを伺います。

○市民福祉部長兼福祉事務所長（田辺　裕）　お答えします。

　　買物にお困りの方の対策・支援につきましては、福祉関連の施策だけにとどまらず、公

　共交通機関の施策や地域コミュニティーの活性化、民間サービス事業など広範囲に及んで

　おり、今後も地域の実情に応じ支援していくことが大切と考えています。

　　今後、関係各課、地域各種団体や民間企業などと相互連携できるよう努めてまいります。

○７番（小野佳子）　今回この質問で、４課の課長及び部長に答弁をいただきました。あり

　がとうございます。

　　先日、佐賀関の大規模火災の避難所にこのイオン挟間店の移動販売が来ており、衣類も

　販売しておりましたので大変喜ばれておりました。災害時にも大きな役割を担っているこ

　とを改めて実感し、この重要性を確認したところです。

　　これからさらに高齢者単独世帯が増加していきます。日常での生活の中で移動販売は商

　品の提供だけではなく、会話の機会をつくり、生活の質を大きく向上します。ちょっとし

　た相談や見守りの場として役割も果たしております。ぜひ、全課を挙げてこの問題に取り

　組んでいただき、一度、由布市の移動販売を見ていただき、検討していただければと思い

　ますので、体制づくりをお願いして、この質問を終わります。

　　では、続きまして、結婚による行政サービスについてです。

　　厚生労働省の最近のデータによりますと、2024年の日本における婚姻数は50万組を切っ

　ております。過去最多だった1972年の109万組と比べると、半数以下まで減少しています。

　一方で、婚活サービスを利用する若者層は増えており、婚活支援事業者による結婚成立

　数などは過去最多という報告もあるようです。日本財団の調査では、国内の未婚者 15 歳

　から45歳において、将来結婚するつもりがあると答えた人は約46％、若年層への調査では、

　将来結婚したい、結婚したいと思うと答えた人は 60％以上の結果が出ております。2025

　年の最近のデータを基にした調査では、未婚者のうち約 62.7％が結婚したいと答えてい

　るという報告だそうです。

　　調査では、結婚を望まない理由がクローズアップされがちですが、結婚したい理由とし

　ては、精神的な支え、安心感が欲しい、家族を持ちたい、人生を支え合うパートナーが欲

　しいという傾向が明確に出ております。市民が別府を愛し、別府市に住み続け、結婚をし

　たいと思ってもらう別府市を目指して取り組んでいかなければなりませんが、結婚される

　方へのお祝いの気持ちも込めて、幸せを少しでも感じてもらうために、行政でできること

　について幾つか質問させていただきます。

　　民法 750 条の規定では、結婚時に夫婦のいずれかが姓を改め、夫婦同姓にすることが定
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　められています。このような規定があるのは国際的に見ても日本のみで、約 94％の夫婦

　が夫の姓を選び、妻が改姓しているのが現状です。別府市では、婚姻届用紙の入手につい

　てはどのような方法があるのでしょうか。また、婚姻届用紙をダウンロードして提出でき

　るのでしょうか、お伺いいたします。

○市民課長（河野博文）　お答えいたします。

　　婚姻届は別府市役所の市民課や出張所窓口、または他の市役所などの窓口で受け取る方

　法や、雑誌などでの購入により入手する方法があると考えられます。別府市はダウンロー

　ドできるようにはしておりませんが、これは婚姻届の規格がＡ３と決まっており、間違え

　たサイズでの印刷を防止することも踏まえて、そのようにしております。

○７番（小野佳子）　それでは、婚姻届の提出はどのように行うのでしょうか、教えてくだ

　さい。

○市民課長（河野博文）　お答えいたします。

　　別府市では、平日の開庁時間については、市民課戸籍係窓口と各出張所窓口で受け付け

　ています。また、休日や閉庁時は本庁宿直でお預かりしています。

○７番（小野佳子）　各出張所でも受付ができるとは、私も知りませんでした。婚姻届は、

　国の通達で書式は決まっておりますが、今は文字や色、デザインは自治体で自由につくる

　ことができるようです。新たな人生の門出に当たり、２人の共同作業としてこだわる方が

　多くいる中、オリジナル婚姻届を利用する方も増えてきております。先日、主人と婚姻届

　提出について記憶をたどって話しましたが、残念ながらあまり２人とも覚えておりません。

　もちろんコピーも取らず、控えもありません。この１枚が重く感じ、当時緊張して記入し

　た記憶だけがよみがえりました。提出したのも平日ではなく、日曜日に婚姻届を市役所に

　２人で出しに行き、休日でしたので、宿直の方が受け取ってくれました。何かお祝い感と

　か、おめでとうとかそういった言葉があるだろうと思ってたんですが、もうただ受け取っ

　て終わりでしたので、あれという感じがとても印象に残っていて、ちょっと寂しい気持ち

　になりました。皆さんはいかがでしょうか。

　　人生の大切な婚姻届も市役所の手続上は書類提出ですので、記入して提出して完了では

　ありますが、人生の節目の書類です。この書類で家族になるに当たり、少しでも幸せな気

　持ちになり、記念になる書類があればと思います。今は結婚準備に向けての情報誌がたく

　さんあり、おしゃれな婚姻届を無料でダウンロードできます。婚姻届に関してのマニュア

　ルもありますので、婚姻届は結婚をするカップルにはとても重要な位置にあると思ってお

　ります。もちろん、私たちの時代にはそのような情報誌はなかったので、よく分からずに

　提出をしました。実際に書類を提出する際に、お祝い感があるわけではなく、味気ない感

　じでした。

　　そこで質問をいたします。別府市においても、婚姻の記念としてオリジナルの婚姻届の

　使用が増えていると思いますが、その受理についてはどのようになっておりますでしょう

　か。また、提出割合についてどのくらいあるのでしょうか、分かる範囲でお答えください。

○市民課長（河野博文）　お答えいたします。

　　国が定めた様式を満たしているものであれば、オリジナル婚姻届用紙での提出受理は問

　題ございません。件数の統計は取っておりませんが、最近の割合としてはおおむね半数程

　度と認識しております。

○７番（小野佳子）　国が定めた様式を満たしていれば、オリジナル婚姻届用紙でも提出を

　受理するには問題ないということです。鹿児島では、新生活を前にしたわくわく感や重要

　書類を提出するときのちょっとした緊張感など、結婚するお二人の気持ちにより寄り添え

　るように、ＰＲキャラクターのイラストを盛り込んだオリジナルの婚姻届を作成しており

　ます。２枚複写で、１枚は２人の手元に残る記念用となっております。また、茨城県土浦
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　市では、オリジナル婚姻届を作成し、提出される方へ市長のお祝いメッセージが添えられ、

　コンパクトなフォトフレームがプレゼントされております。婚姻記念証として写真が収め

　られ、婚姻日、夫婦の氏名が記載されます。

　　別府市としても、婚姻に際し、オリジナル婚姻届用紙の作成や、結婚の記念に残るもの

　を作成していただきたいと思いますが、その点いかがでしょうか。

○市民課長（河野博文）　お答えいたします。

　　全国的に、自治体独自のデザインによる婚姻届の作成が実施されていることは承知して

　おります。オリジナル婚姻届の作成や記念に残るものについては様々な取組方法があるよ

　うですので、今後、他市の状況も調査してまいりたいと思います。

○７番（小野佳子）　半数がオリジナルの婚姻届との現状もあります。御当地キャラのべっ

　ぴょんや、別府名物のものもたくさんあります。別府市ならではのオリジナル婚姻届作成

　や婚姻届の控えも収められる記念フォトフレームなどを、調査で終わらずぜひ前向きに御

　検討ください。また、市長のメッセージもいただければと思います。

　　市役所１階北側入り口の宿直前に、記念撮影用ボードがございます。皆さん、御存じで

　しょうか。そこには結婚しましたとの文字の、手作りのラミネートのパネルがございます。

　日付は毎日書き換えられているようです。あのパネルは非常に気になり、市民の方の利用

　はあるのか、どのように利用してよいのか、判断がつきかねます。平日以外の宿直の方へ

　提出する際に撮影するものなのか、手作り感満載ではありますが、あまりにも古く、寂し

　くなる状況のものです。あのボードを今後どのように考えておられるのでしょうか、お答

　えください。

○市民課長（河野博文）　お答えいたします。

　　市役所１階北側入り口宿直前にあるパネルにつきましては、元号が令和へ移る際の令和

　元年５月１日に婚姻届を提出するカップルに対し、結婚記念の顔出しパネルや記念プレー

　トを作成し、フォトスペースとして設置したことが契機となっております。現在は記念プ

　レートを張り替え、主に閉庁日に婚姻届を提出に来られた方にお使いいただいているとこ

　ろです。

　　設置してから期間も経過しておりますので、他市の状況なども参考にして、大きさやバ

　リエーションなど、利用しやすさも考慮したデザインのものを検討してまいりたいと思い

　ます。

○７番（小野佳子）　他市の事例を紹介させてください。

　　同じく土浦市では、婚姻届を提出する際に、記念撮影ができるスポットを設置いたしま

　した。市のイメージキャラクターや季節に応じ、飾りつけを施し、様々なプレートや、ま

　たスマホで自由に撮影していただくスマホスタンドを準備していたり、いろんな形で市民

　が自由に撮影できるようなコーナーを設置しております。結婚だけではなく、出生時にも

　撮影したり、また、来庁した記念に撮影されているようです。また、職員が声をかけ、撮

　影してあげたりするとその場も和らぎ、相手はとてもうれしくなると思います。

　　答弁は求めませんが、現在、１階の総合受付前のバンブーシアター前などで撮影されて

　いる方がいらっしゃると担当課より伺いました。記念となる場所での撮影をしたくても、

　いざ撮影となると公の場ではなかなかハードルが高いのですが、あらかじめ撮影スポット

　が設置されていれば、気兼ねなく撮影ができます。これはとても大きいことです。市役所

　１階北側入り口宿直前にあるパネルは、休日の閉庁時に使用するものであれば、並行して

　新たに映えるおしゃれな撮影スポットの設置もぜひ御検討ください。

　　それでは次に、出生における行政サービスについて質問いたします。

　　現在、別府市では、出生に伴う記念品としてお渡ししているものはありますでしょうか。

○市民課長（河野博文）　お答えいたします。
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　　市民課、または出張所窓口で出生届を受理した際、及び別府市以外で出生届が受理され

　た別府市に住民登録がある申請時に、令和３年８月より、初めてのさじとして使ってもら

　おうと、誕生のお祝いとして、産業政策課より、別府市の特産である竹を用いたベビース

　プーンを贈呈しています。

○７番（小野佳子）　この竹のさじ、スプーンはとても好評です。私のときは、写真を収め

　る大きなアルバムやよだれかけをいただいた記憶がございます。最初にいただいたよだれ

　かけでしたので、かなり使用し、今も記念に取っております。とてもありがたかったです。

　　先ほどの結婚祝いでも触れましたが、出生届には出生時の体重、身長も記載します。出

　生時の記録を見返すことが小学校の授業でも幾度とあり、そのたびに母子手帳を見て、子

　どもには伝えておりました。この記念すべき出生届に、先ほどの土浦市では、婚姻届と同

　様に記念となるフォトフレームを届け、中には赤ちゃんの命名、誕生日と時間、身長、体

　重を記載します。両親からのメッセージも入れると、さらに記念となります。もちろん、

　ここにも市長のメッセージも入っておりました。

　　誕生のお祝いの初めてのさじと、生まれた子どもの記録を残せるような記念品を、健や

　かな成長を祈念する気持ちを表すものとしてプレゼントしてはいかがでしょうか。コンパ

　クトであれば大事に保管できると思いますので、ぜひ検討していただきたいと思います。

　　また、このことに対して答弁をお願いいたします。

○市民課長（河野博文）　お答えいたします。

　　先ほどもお答えしたとおり、現在贈呈している竹のスプーンに加え、お祝いの気持ちを

　表すものとしてどのようなものが適当か、他市の例も参考にしていきたいと考えておりま

　す。

○７番（小野佳子）　オリジナルの婚姻記念品、記念撮影スポットと欲張って御提案いたし

　ましたが、人生において大切な節目のお祝いです。せっかく市役所に来て手続をするカッ

　プルに、また御両親におめでとうを味わってもらいたいので、どうか前向きによろしくお

　願いいたします。

　　では、続きまして、ごみ出しに使えるレジ袋についてです。

　　一昨年の９月に重松議員が、市民からの特小サイズのごみ袋の要望に伴い、質問を行い

　ました。別府市は令和元年に指定ごみ袋の大きさに係るアンケート調査を行っており、回

　答結果により現状維持での対応でしたが、コロナ禍前ということもあり、単身高齢世帯は

　増加していることから、特小サイズを望む声も一定程度あることもあり、再度、市民アン

　ケートを調査を実施するとのことでした。

　　そこで、昨年行われたアンケート調査の内容、また結果を教えてください。

○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。

　　令和６年度に実施いたしました指定ごみ袋に関するアンケートによりますと、全体とし

　て現在の 20 リットルの小サイズより小さなサイズ、いわゆる特小サイズを希望する方が

　約２割ございました。残りの８割の方は、現状の２種類のままでよいとの回答をいただい

　ているところであります。

　　また、60 歳以上の単身世帯に限定してみましても、特小サイズを希望する方は約 28％

　にとどまっているところでございます。

○７番（小野佳子）　ありがとうございます。県下では大分市はごみ袋が５種類、中津市は

　４種類、日田、豊後高田市、日出町は３種類と、特小サイズの 15 リットル、10 リットル

　を採用しております。

　　今後、単独世帯が増えていく中において、別府市も柔軟に対応すべきと考えますが、そ

　の点はいかがでしょうか。

○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。
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　　令和元年度にも同じ内容のアンケートを実施いたしましたが、先ほど申し上げましたと

　おり、令和６年度の結果と比較しましても市民ニーズはほぼ横ばいで、特小サイズを希望

　する方が増えているわけではございませんので、新たなサイズの導入は現時点では検討段

　階には入っておりません。

　　今後につきましては、原料となるナフサの市場価格や市民ニーズの動向について引き続

　き注視してまいりたいと考えております。

○７番（小野佳子）　では、家庭ごみの中でプラスチックごみの代表の一つに、レジ袋がご

　ざいます。別府市の家庭から捨てられる家庭系可燃ごみのプラスチック類の処理量の内訳

　が分かれば、教えてください。

○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。

　　レジ袋単体での削減率は把握が困難なものの、レジ袋を含めたプラスチック類のごみに

　つきましては、令和２年に実施しました家庭系ごみ組成分析調査によりますと、本市の一

　般家庭から排出されたごみの全体の約 15％を占めるとの調査結果を得ております。

○７番（小野佳子）　ありがとうございます。

　　レジ袋の有料化は 2020 年７月から始まりました。プラスチックごみ削減のため、容器

　包装リサイクル法が改正されたことによるもので、何げなくもらっているプラスチック製

　買物袋の有料化を通して、その袋が本当に必要なのかを考えてもらうきっかけとなり、マ

　イバッグ持参や消費者のライフスタイルの変革を促し、過剰な使用を抑制する目的でス

　タートしました。レジ袋が１枚削減されることで、10 グラムのプラスチックごみ削減、

　約 33 グラムのＣＯ２削減となり、また、製造・廃棄に伴うＣＯ２排出量や原油使用量を

　減らすことができます。

　　福岡市が昨年 11 月よりごみ出しに使えるレジ袋、ふくレジを導入しております。早速、

　説明を聞きに伺いました。福岡市の燃えるごみ袋は現在４種類、45 リットル、30 リット

　ル、15、10 リットルの４種類です。高齢者世帯や単独世帯の増加に伴い、ばら売りを希

　望する方の声も多く寄せられたとのことでした。プラスチックごみ削減と環境意識向上に

　向けて、新たに 10 リットルを指定ごみ袋に加え、15 リットルと 10 リットルのごみ出し

　に使えるレジ袋として、店頭で販売することになりました。もちろん、10 枚入りのごみ

　袋としても販売しております。

　　福岡市は、他都市の先行事例の課題を分析して、導入に当たり様々な工夫をしたことで

　好評を得ておりました。まずは、先行事例では、指定ごみ袋のデザインをそのまま使用す

　ると、商品をごみ袋に入れてまち中を歩くことになるので抵抗がある等の声を聞き、市民

　にとって親しみやすさ、どこでも買えることを重視して、地元で活躍し、観光、環境問題

　に力を注ぐアーティストによるデザインで一新したとのことでした。呼び名をふくレジと

　分かりやすく親しみやすいネーミングにし、販売したことも広く周知できたと、要因を語っ

　ておりました。

　　私も必ずマイバッグを持ち歩くようにしておりますが、買物目的で出かけていないとき

　や、また車に置き忘れたときなどがあり、レジ袋を購入することが度々あります。意識し

　てエコバッグを持っているにもかかわらず、家にはレジ袋がたまってしまいます。また、

　個人商店で購入する総菜などは無料でレジ袋がついてきますので、たまってしまうのも必

　然だと思います。これを何とか解消し、プラスチックごみ削減、ＳＤＧｓの観点から、福

　岡市が導入したごみ出しに使えるレジ袋の販売はすばらしいアイデアであり、有効と考え

　ます。

　　別府市においても、単独世帯の増加に伴い、より小さいサイズのごみ袋の要望の声があ

　る中、ごみ出しにそのまま使える有料ごみ袋の導入を県下でもいち早く進めていくことは、

　プラスチックごみ削減に大きく貢献できると考えますが、導入に関してはいかがでしょう
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　か。

○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。

　　ふくレジはプラスチックごみ削減に一定の効果があることは認知をしておりますが、本

　市といたしましては、現行の指定ごみ袋全体の在り方やごみの出口論だけではなく、入り

　口論にも踏み込み、ごみの減量化の観点から様々な方法を模索すべきものと考えております。

○７番（小野佳子）　課長がおっしゃいましたごみの出口論だけでなく、入り口論、いわゆ

　る燃やすごみを減らす取組は重要な課題だと思います。ごみの減量化の観点から、様々な

　取組は必要です。今後、環境問題向上に向けては、企業の協力をいただき、市民全体で環

　境問題に向き合う機会をつくり、日常的に考え、向上させることが重要です。

　　一つ紹介すると、福岡市では、導入に伴い市民の声をたくさんお聞かせいただきました。

　その一つに、小さな袋なので、生ごみや少量のごみをそのままごみ出しに使えるので便利、

　車にごみがたまらなくなった、買物袋にでき、独り暮らしで週２のごみ出しにちょうどい

　い、マイバッグを忘れても、この袋だと丈夫だし、ごみ出しができるから何回も使えてエ

　コです、とのお言葉でした。

　　別府のキャラクターべっぴょんや、有名な温泉、油屋熊八、観光地別府ならではのデザ

　インを一般市民から応募していくのも話題性があります。昨年ですかね、100 周年記念に

　作成されたマンホールのデザインも、応募から別府市職員の作品が選ばれ、採用されてお

　りました。とてもすてきなデザインです。すばらしいアーティストが別府市にはたくさん

　いらっしゃいます。市民への環境問題向上に大きくつながります。市民の意識を変えるこ

　とはとても時間がかかり、大変なことではありますが、企業にも協力をもらいながら、観

　光別府市が環境問題に取り組む意義はとても大きく、県外・海外から観光客への発信にも

　つながります。影響力も大きく、非常に大事だと考えます。

　　また、別府市には立命館アジア太平洋大学が存在し、世界中からの学生が集っており、

　多くの学生が環境問題に高い意識を持っていることも調査で分かっております。市民の環

　境意識向上、第一には、最小のごみ袋がレジ袋として活用できれば、学生のバイト先であ

　るコンビニやスーパーなどでもアピールができると思います。今後、単身世帯の増加に向

　けた対応も必然です。

　　長々と述べましたが、実証実験やアンケート調査も一つの手段ではありますので、福岡

　市への聞き取りをしながら、ぜひ前向きに検討していただきたいと思います。これで、こ

　の項は終わります。

　　では、最後に重度障害者等就労支援特別事業についてです。

　　大分労働局の資料によりますと、大分県内の雇用障がい者数3,603人、実雇用率は2.77％

　で、前年比で 108 人プラス、0.05％上昇し、全国８位となっており、過去最高を更新して

　おり、障がい者の雇用は着実に増えております。

　　本制度は、障がい者に対する就労支援として、働く意思と能力があれば、通勤や職場等

　で必要な支援を受けられるようにすることを目的としております。これまで重度訪問介護

　の福祉サービスは、主に自宅での日常生活支援が前提で、就業中や、通勤中の介護・支援

　は対象外とされることが多かったのですが、この制度はそれを見直し、福祉施策と雇用施

　策の連携により、働きたい重度障がい者の就労機会や継続を支援するもので、令和２年

　10 月に重度障害者就労支援特別事業が新たに厚生労働省より始まりました。

　　では、まずこの事業はどのようなものなのかをお伺いいたします。

○障害福祉課長（大久保智）　お答えいたします。

　　本事業は、市内に住所を有し、重度訪問介護、同行援護、または行動援護について、本

　市が支給決定している重度障がい者であって、かつ民間企業等に雇用されている者、また

　は自営業者である者に対して、雇用施策と福祉施策が連携し、重度障がい者等に対する通
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　勤や職場等における支援を実施し、企業が障害者雇用納付金制度に基づく助成金を活用し

　てもなお支障が残る場合や、重度障がい者等が自営業者として働く場合、通勤や職場等に

　おける支援を実施する事業となります。

○７番（小野佳子）　支援内容では、企業に雇用されている方の場合と、自営業をされてい

　る場合と説明を受けました。

　　それでは、具体的にどのような支援が受けられるのか、また、利用者負担額を教えてく

　ださい。

○障害福祉課長（大久保智）　お答えいたします。

　　障害者雇用納付金制度に基づく助成金を利用する雇用施策として、３か月目までの通勤

　中の介助、機器操作等の業務に関する介助を実施いたします。また、福祉施策として、４

　か月目以降の通勤中の介助、喀たん吸引や姿勢調整等の職場等における支援を実施してお

　ります。

　　１か月当たりの支給量になりますけども、重度訪問介護の支給決定者は 160 時間以内、

　同行援護または行動援護の支給決定者は 30 時間以内となっております。

○７番（小野佳子）　それでは利用者負担額を、再度お願いいたします。

○障害福祉課長（大久保智）　お答えいたします。

　　利用者の負担額は、障害者総合支援法第 29 条第３項第２号の規定を適用し、上限負担

　額として、生活保護者、生活保護受給者、市町村民税非課税世帯はゼロ円、課税世帯で所

　得割 16 万円未満の方は 9,300 円、それ以外の方は３万 7,200 円となっております。

○７番（小野佳子）　重度訪問介護と視覚・知的障がい者との利用負担額は、課税世帯で 9,300

　円と同額ですが、時間は160時間と30時間と差がございます。同じ重度障がい者の枠内で、

　視覚障がい者は視覚を失い、就労する本人の目となり、支援する同行援護の比重はかなり

　大きいと思います。

　　現在、別府市において企業で働いている方、自営業をされている方が対象になりますが、

　別府市では、視覚障がい者の方が就業しているはり、きゅう、マッサージ事業者の出張サー

　ビスにも利用可能であるとされております。この事業についてでの現状と周知については

　どのようにされているのか、教えてください。

○障害福祉課長（大久保智）　お答えいたします。

　　本事業の利用に関しましては、事業要件により利用対象者の把握ができておりますの

　で、事業利用の御要望に関しては十分に周知を行えております。現在、事業利用可能対象

　者は 15 名であり、令和７年８月現在、７名の方が本事業を利用しております。

○７番（小野佳子）　我が家でも身内が訪問治療を受けており、大変お世話になっております。

　外出できない患者さんに寄り添い、施術をし、心のよりどころとして大きな存在です。視

　覚障がい者においては、訪問診療には必ず同行援護が必要です。公共交通機関の利用が不

　便な地域においても、同行援護する方が車を運転する際に、移動待機時間はこの中には含

　まれておりません。そこには、同行援護者に報酬の支払いは必ず発生しますので、経済的

　負担はかなりのものです。治療院でも受付から始まり、治療費支給申請、レセプトの作成

　や同意書の作成、金融機関への手続、マッサージ補助券の取りまとめ、電話応対やパソコ

　ンによるデータの入力など、業務は山ほどございます。一番は患者及び介護施設訪問にお

　ける施設補助、顔色や身体確認補助、バイタルの測定などは、同行援護の方に委ねなけれ

　ばなりません。経済的負担が重なり、結果、人を雇えずに家族経営で行う方が大半となり、

　訪問治療への道を諦めてしまうそうです。

　　健常者であればこの業務は１人で行いますが、視覚障がい者の方には全てにおいて援護

　が必要です。上限の 30 時間の定めでは十分な支援が受けられず、就労機会の拡大や収入

　の向上に支障を来しているのが現状です。別府市で第１号であり、重度障がい者等就労支
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　援特別事業を受けている方が、先日行われた第 44 回別府市社会福祉大会社会福祉事業功

　労者表彰式にて表彰を受け、代表として謝辞を述べておられました。途中失明という逆風

　の中、鍼灸マッサージ師の国家資格を所得し、個人事業を始め９年になりますが、毎年

　1,000 人前後の方の健康維持と生活の質や人生の質向上のために治療を継続しておりま

　す。今回の表彰も、その功績が認められたものだと感じております。障がい者にとっても

　大きな希望であり、健常者の支援を受けながら、人間として生涯を全うするために、価値

　あるものとして、就労できる喜びを実感できる模範者として努力を続けていきたいと、切

　実に語っておられました。

　　この事業がスタートして２年になります。重度障がい者の働きたい気持ちを後押しする

　ために、県下でもいち早く支援事業を始めていただき、障がい者への理解を深く感じてお

　り、感謝しております。今、県下では３市の導入となっております。東大阪市では、重度

　訪問介護の支給量の時間 160 時間と同じ状況の時間を与えております。他市を調べてみま

　すと、80 時間が多く、対象者ごとに申請時に提出する支援計画書を基に、上限 200 時間

　以上で決定する自治体もあるようです。この方も訪問施術業務において１日２人から３名、

　月に 60 名の患者さんの訪問治療に当たっております。所要時間は１患者に 1.5 時間から

　２時間として、月に 100 時間程度時間が必要と言っておりました。

　　また、この時間の上限は自治体、いわゆる市町により決定できるものとなっております。

　別府市において、現状を踏まえ、同行援護に関する支給時間に関して、どのようなお考え

　をお持ちでしょうか。同行援護、行動援護の方の30時間以内となっている支給量について、

　上限の引上げをお願いしたいのですが、お考えを伺います。

○市民福祉部長兼福祉事務所長（田辺　裕）　お答えします。

　　令和６年度現在、県下では大分市、別府市、由布市の３市が実施しています。この支給

　量につきましては、３市ともに同一支給量となっている状況です。今後も重度障がい者の

　方に対して、就労継続の機会の提供に努めてまいります。

○７番（小野佳子）　本人が希望していても、就労支援、同行援護を引き受けている事業者

　は限られております。視覚障がい者や知的障がい者の外出を支援するには、ガイドヘルパー

　研修を受けた専門の介護者が必要です。

　　ガイドヘルパーの主な仕事は、外出の付添い、コミュニケーション支援、危険の回避等

　が上げられます。これは、障がい者の外出や社会参加への広がり、家族の介護負担の軽減、

　孤独・閉じ籠り防止、障がいのある方の生活の質の向上に大きな役割を担っておりますが、

　就労支援事業においては、人手不足で利用する環境は厳しい状況です。

　　先ほど部長の答弁で、質を高めつつ、財源の健全性・公平性を確保していくとのことで

　したが、障がい者の方々への就労の充実は、質を高め、生きていくための糧となります。

　そして、切実な生の声です。何もしなければ、訪問治療の患者さんも減ってまいります。

　そこで営業も必要です。本事業を利用される方が利用しやすい環境をつくっていくことが、

　行政の役目と思っております。見直しが進めば、後に続く方は必ず現れます。どうか今後

　も他市の状況を見ながら、検討を何とぞよろしくお願いいたします。

　　では最後に、市長及び執行部の皆様には、今年１年大変にお世話になりました。慌ただ

　しい時期になりますが、皆さん事故には十分気をつけて、年末年始を過ごしたいと思いま

　す。本当にありがとうございました。これで終わります。

　○１番（塩手悠太）　１番、有志の会の塩手悠太です。

　　質問に入ります前に、議長にお願いがございます。

　　質問通告しておりました財政の質問を一番初めに繰上げさせていただきたい旨と、それ

　から資料配付の許可をいただきたいんですがよろしいでしょうか。

○副議長（安部一郎）　許可します。
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○１番（塩手悠太）　ありがとうございます。では、一般質問よろしくお願いいたします。

　　今回の質問に当たりまして、問題意識が２点ございます。１つ目が、社会の環境が変わっ

　ていく中で、併せて行政の関わり方というのも変えていかなければいけないんではないか

　という点が一つと、それから地方自治体については、お金というのは無限ではございませ

　んので、優先順位に基づいて選択と決断を行いながら、次の別府の 100 年に向けた責任あ

　る市政運営を意識しなければいけないんじゃないかと、この２点の問題意識を前提にした

　上で質問に入らせていただきます。

　　まず、財政政策というところなんですが、国と地方の関係性を見ますと、地方はやはり

　国の財政的な支援がないと運営をしていくのがなかなか厳しいというのが実情だと思いま

　す。ただ、その上で、地方としても何もしなくていいというわけではなくて、やはり自

　主財源の確保のための取組というところには積極的に努めていかないといけないという

　ふうに思うんですが、ただ、独自の取組が直接的にこういった政策を行ったからこれだけ

　税収が増えましたというような因果関係を証明するようなことって、なかなか難しいとい

　うふうに思ってます。ただ、科目の中では、その直接的な因果関係を証明しやすい税目と

　いうところもございます。それが、諸収入というところにある雑入というところですね。

　この雑入にはどういうものが含まれるかというと、例えばネーミングライツの収入だった

　りとか、ホームページの広告料の収入というところで、自主財源的な要素が強い科目が含

　まれています。

　　ただ、収入の性質によって担当課がばらばらになってるんですね。なので、各取組につ

　いては担当課の裁量が非常に大きいということでありますが、ただ予算書というか決算書

　とかというところを見ると、やはり財政がそれを取りまとめているという点におきまして

　は、やはりこの雑入というところの収入の中から、財政課がより自主財源的な要素が強い

　ものを取りまとめて、そして戦略的に、じゃあどういった自分たちの営業努力等で、収入

　を増やしていけばいいのかというようなことを、各担当課と連携を取って行っていったほ

　うがいいんではないかというふうに思うんですが、いかがお考えでしょうか。

　　　（議長交代、議長小野正明、議長席に着く）

○財政課長（河野文彦）　お答えします。

　　持続可能な財政運営のため、歳入歳出両面の改善の取組を継続しておりまして、歳入の

　確保に関しましても毎年度の予算編成等において方針を示し、全庁的な取組を行うものと

　しております。

　　今後におきましても、予算編成の中で新たな歳入確保につながる手段・手法がないのか、

　担当課と連携を取りまして、歳入の確保に努めてまいります。

○１番（塩手悠太）　全庁的に取組を行っているというところは理解いたしました。

　　ですので、今後具体的な取組というところについては私も注視をしていきたいというふ

　うに思います。

　　次に、関連して地方のたばこ税というところについてでございます。

　　このたばこの分煙環境整備の促進というところで、昨日、自他ともに認める愛煙家であ

　る阿部真一議員が熱い議論を展開していたんですが、私も同様に、このたばこの分煙環境

　の整備促進は取り組んでいくべきだというふうに思ってます。

　　私の場合はどちらかというとたばこ税というところに主眼を置いておりまして、促進す

　ることによって、吸う人吸わない人の環境整備にもつながりますし、観光地としてより快

　適な旅行環境の整備にもつながる。それから、やはり一番大きいのは、たばこの販売本数

　が増えて、それが直接的にたばこ税の増収につながるんじゃないかというところなんです

　が、総務省の通知にもありますように、自治体においてこの分煙環境の整備において、予

　算措置を積極的に講じてくださいというような案内も来ております。
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　　これらを踏まえて、別府市として今後、分煙環境の整備というところはどのように取り

　組んでいくおつもりでしょうか。

○財政課長（河野文彦）　お答えします。

　　分煙環境の整備に関しましては、総務省からの通知もありますように、望まない受動喫

　煙の防止及び今後の地方たばこ税の継続的かつ安定的な確保の観点から、その重要性を認

　識しておりますので、本通知の趣旨も踏まえ、適切に対応してまいりたいと考えておりま

　す。

○１番（塩手悠太）　重要性と取組を促進することによって、たばこ税の収入につながると

　いう認識は、一緒の理解だというふうに思っております。

　　あとは庁内の中で、どこの担当課がこれを音頭を取って取りまとめていくのかというと

　ころになるというふうに思うんですが、先ほどの自主財源のところの答弁のやり取りを見

　ていると、やはり関係してくるのは財政課かなというふうに思いますので、ぜひ財政課に

　は、積極的に音頭を取っていただいて、この取組を促進していただきたいということをお

　願いしておきます。

　　次に、地方債というところに移るんですが、皆さんの資料の２ページを御覧ください。

　　この資料の２ページは、別府市の地方債の推移というところを記しているんですが、平

　成 24 年から令和６年までの推移として、平成 24 年、大体地方債残高、別府市の借金の残

　高になるんですが 330 億円前後から、令和６年には 390 億円ぐらいまで増加をしていると、

　これが実態でございます。しかし、全国の状況というところを見ますと、地方債残高は緩

　やかに減少しているというのが実情でございます。資料大丈夫です。

　　全国の傾向とは少し乖離をしているんではないかなというふうに思うんですが、この先

　確実に人口というのが減ってくるというのは、もう明らかになっている中で、私はこれ以

　上地方債残高を増加させることは控えるべき、抑制していくべきではないかという問題意

　識を持っているんですが、その辺りについてはどういうお考えでしょうか。

○財政課長（河野文彦）　お答えします。

　　人口１人当たりの地方債残高で全国平均と別府市を比較をしますと、公表されておりま

　す最新の令和５年度で、全国平均が 43 万 6,967 円、別府市が 34 万 526 円と大きく下回っ

　ている状況もございまして、また県下 14 市平均と比べても同じような傾向となっており

　まして、いわゆる市の借金は少ない状況となっているところでございます。

　　また、実質公債費比率におきましても、良好な状態を維持し続けているところでござい

　まして、地方債は適正な状況を保っていると捉えているところでございます。

○１番（塩手悠太）　地方債について現状は余裕がありますよということについては、一定

　の理解をいたします。ただ、私の問題意識としては、余裕があるけど、今後人口が減って

　くるんですから、地方債の負担をする人口が減るという中で、今後、地方債を増やしてい

　くというのは抑えたほうがいいですよねというところは、同じ共通の認識を持っていると

　いうところで理解をさせていただきます。

　　この地方債が増加するということが何を意味するかというと、その分、別府市が必要な

　投資を積極的に行ってきたという反面、投資を行うということは地方債の増加だけではな

　く、それに伴う結果がもちろんついてくるというふうに思うんです。過去の財政課長の答

　弁の中で、将来の投資を怠ることは成長を止めることになると、常に経済成長のために投

　資等は行うべきと考えますという旨の答弁をされていましたんで、一つ、この投資とそれ

　から成長というところの結果について分析をしてみました。

　　皆さんの資料の３ページを御覧ください。

　　この資料の３ページの左側のグラフについては、全国の生産、総生産額と市税収入額と

　いうところの推移を示しています。右側のグラフが別府市の総生産額と、市町村市税収入
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　というところを表しているんです。上のほうのグラフが生産額で下のほうが税収入になる

　んですが、このグラフを比較してみると、別府市のこの数字の推移というのは、全国の数

　字の推移とを比較して連動しているという側面もあるんではないかというところが、私の

　分析はしております。資料大丈夫です。

　　結果見ますと、別府市の投資によって成長しているんだという結果の側面もございます

　が、私が言うように、全国が、全体が成長しているから、別府市もそれに伴って成長して

　いるんではないかという側面も分析できるんですが、この辺りについてはどのようにお考

　えでしょうか。

○財政課長（河野文彦）　お答えします。

　　市民一人一人が幸福を感じ、夢と希望を持って住み続けることができる持続可能なまち

　づくりの実現に向けまして、総合戦略を策定をし、考えられる対策を取り、打つべき手を

　打ってまいりました。税収の増加や市内総生産拡大の成果が、国の経済成長に伴うもので

　あったとしましても、市民が幸せであることが重要であると考えております。

○１番（塩手悠太）　もちろん、答弁の内容は一つの考えとして理解いたします。ただ、全体が、

　日本全体が成長しているから別府もそれに伴って成長しているんではないかと、成長して

　いますというところの事実というか認識については、勝手ながら別府市と同じ認識を理解

　しているということで、このテーマについては質問は閉めます。

　　全体が成長していて、別府市もそれに伴って成長しているんではないか、そういった側

　面もありますよねというところで否定はされてなかったですので、そういう一緒の認識で

　あるというところは持っているというところで理解をしているんですけど。

○企画戦略部長（安部政信）　お答えいたします。

　　当然、国が景気対策を打てば地方が潤うというふうなものと連動しているものでござい

　ます。当然、日本経済の影響も地方に来るというのは当然で、また米国の経済の基本も地

　方に来るということもあります。ですので、それぞれ当然そのマクロの影響というのは地

　方にも及ぶというのは、それも常識的なことだと思いますし、私どもは私どもでそういっ

　た市民の幸福度とかそういったのを指標に投資をしているということで、その結果、市民

　満足度調査についても８割の方が別府に住んでよかったという実感を得ているという、そ

　ういう成果を上げているところでございます。

○市長（長野恭紘）　お答えをさせていただきます。

　　認識は多分一致していないというふうに思います。これだけは言っておきたいと思いま

　す。

　　何が言いたいのかよく分からないんですけど、財政課長が言ったことが全てなんですよ。

　我々は精いっぱい努力をしています。それは恐らく市民満足度とか、外からの評価を見れ

　ば、別府市が今大きく飛躍しているというのは分かっていただけることだと思います。

　　国は一方、全体が成長していると、これもすばらしいことですよね。我々はやるべきこ

　とをやってきたと。大事なのは、市民が今幸せかどうかなんですよ。だから、我々が頑張っ

　たから、国が頑張ったって関係ないんですよね。我々はやるべきことをやる、国もやるべ

　きことをやった。結果、国民も市民も幸せになったという状況が今あるということが重要

　で、どっちの手柄かというのはあんまり関係ないんですよ。だから、あんまりそういうと

　ころにこだわらずに、市民が幸せかどうかということをやっぱり政治家というのは考える

　べきじゃないかというふうに思うんです。

○１番（塩手悠太）　御答弁ありがとうございます。もちろん、別府市の投資の結果、成長

　してますと、そこが論点じゃないというふうにおっしゃるんですけど、ただ数字の分析と

　いうところはもちろんしていくべきだと思いますんで、もちろん全体の市民の皆さんの幸

　せを私たちは求めていくというところは本当に大前提だと思いますんで、別に否定はして
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　ません。でも私の分析の側面もありますよねという確認だったんで、すみません、ありが

　とうございます。

　　このテーマはここで終了して、次、新湯治・ウェルネスと観光戦略というところに移る

　んですが、市長提案の中で新湯治・ウェルネス事業は次の別府の 100 年を牽引する戦略と

　して、一層の使命感を持って邁進するというふうに発信をしておりました。

　　この新湯治・ウェルネスという考え方の概念の中核には、別府市の誇りである温泉資源

　を付加価値化するというところにあるというふうに認識をしておりまして、これはまさに

　市長がスローガンに掲げる、別府の誇りを創生するというところに合致する、私は本当に

　すばらしい考え方であるというふうに、思ってます。

　　また、提案理由の中にも商標登録というところを言われてましたけど、商標登録をする

　その行動力というところにも驚嘆をしています。また、年末に基本計画書が完成するとい

　うところで、非常に皆さんの期待度も高い、待ち遠しい事業であるということは間違いな

　いというふうに思ってます。

　　そこで、まず私の認識もう一回ちょっと確認をさせていただきたいんですけど、この新

　湯治・ウェルネスというのは、温泉の効能をデータ化して、それに付加価値をつけると、

　そしてそのデータを市内の事業者さんに活用してもらって、その経営努力をもって、連泊

　を含めた売上げを向上させていく。それが波及でどんどんどんどん経済を成長させて、そ

　れに伴って返ってくる、別府市が稼いだお金を持ってして、税収を市民の方々の福祉に充

　てて還元をしていく、この循環をつくっていきたいと。さらに、その観光のターゲット層

　としては、富裕層の方たちを想定している。

　　そして、この大きな構想自体は別府市が出発点で出てきたものであるというふうに、今

　私認識してるんですけど、その認識についてはどのようにお考えでしょうか。

○市長公室参事兼新湯治・ウェルネス推進室長（和田健二）　お答えいたします。

　　新湯治・ウェルネスの取組は、市からではなく、民間事業者の提案から生まれたものと

　認識しております。それは民間提案により、令和３年４月に別府市旅館ホテル組合連合会

　と九州大学、別府市と包括連携協定「免疫力日本一宣言の実現」を締結することから、こ

　の取組が始まり、令和３年９月、別府観光が抱える観光消費単価や平均宿泊数などの諸課

　題解決に向け、市内 15 の観光・福祉・農業などに係る法人関係者と学生、市職員などで

　立ち上げた「別府観光あり方検討会議」における「持続可能な別府観光に向けた政策検討

　項目の４本柱」の一つに、「免疫力日本一宣言の実現」が掲げられ、検討され、湯治効果

　のエビデンスと一定期間の滞在を伴う湯治文化を発信することが有効である、との提言を

　いただいたところです。

　　このように、民間からの提案、市民、団体などからの意見等をまとめ、令和４年９月、

　新湯治・ウェルネスを市が提案し、現在につながっていると認識しております。

○１番（塩手悠太）　令和５年 12 月の議会の答弁の中では、ワードとして同様の質問をした

　ときに、この構想は別府市から構想したものですという、そういった文言の答弁がありま

　したんで、別府市からこの構想が出てきたのかなというふうには認識をしてましたが、も

　しかしたら今の答弁聞くと、私のそごですね、勘違いをしていたところもあるというとこ

　ろで、改めて民間から出てきたものということは認識いたしました。

　　次、拠点施設というところについてお聞きしますが、新湯治・ウェルネスという考え方

　自体は、私はもちろん先ほど申しましたように賛同はしていますが、ただ研究・実践拠

　点施設の設置というところについては、慎重に議論をこれからしていかなければいけない

　んじゃないかというふうに思ってます。

　　この扇山下に設置予定の研究・実践拠点施設でございますが、この拠点施設は新湯治・

　ウェルネスを進めていく上での本丸というか、中心になるわけですよね。まだあくまで仮
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　定の計画ですけど、公共施設として３つのエリアを想定して、そこに民間の提案エリアも

　含めて、かなりの施設になるというふうに想定はしておりますが、そうなると、それに伴っ

　てかなりのお金を投資していく、用意していかないといけないんではないかなと考えるわ

　けですが、そうなった場合、別府市が今のお財布事情を考えて、別府市としてこれだけな

　らまだお金出せますというような、想定している金額というのはあるんでしょうか。

○企画戦略部長（安部政信）　お答えいたします。

　　想定している金額はございませんが、この事業自体、民間資金活用というのが基本原則

　でございます。仮に財政負担が生じる場合につきましては、国庫補助金や事業から生じる

　収入、あるいはべっぷ未来共創基金というのも準備しております。こういったものを活用

　していきたいというふうに考えております。

○１番（塩手悠太）　あわせて、別府市が仮に少しでも負担しないといけないという場合に、

　想定している国の補助金とかというのはどういったものを考えてるんでしょうか。

○企画戦略部長（安部政信）　お答えいたします。

　　想定するというより、活用でき得る補助金としましては、本事業は総合戦略の重点施策

　でございますので、新しい地方経済生活環境創生交付金、新地方創生交付金ですね、その

　ほか観光振興や健康増進を推進する各省庁の補助金を最大限活用したいというふうに考え

　ております。

○１番（塩手悠太）　分かりました。

　　次に、施設で供給する温泉についてでございますが、この拠点施設の一番の機能という

　か売りになるのは、やはり温泉だというふうに思っております。

　　そこで、温泉の確保についてというところと、供給の契約形態というところがもし定まっ

　ているとか、想定しているものがあればお答えください。

○観光・産業部参事兼温泉課長（樋田英彦）　お答えします。

　　施設の必要湯量につきましては、民間事業者が所有する既存泉源のうち、未利用になっ

　ているもの、また既存泉源からの供給を有効活用を図るなど、温泉資源の利用状況等様々

　な事情を総合的に考慮した上で、現在契約内容等についても協議している段階でございま

　す。

○１番（塩手悠太）　今先ほどの答弁を踏まえて、ちょっと言い延べで終わりますが、一番

　の売りである温泉については別府市が所有して提供をしていくほうが、危機管理上私はい

　いんではないかということだけ申し述べておきます。

　　次に、これ少しウェルネスの質問で重複するかもしれませんが、市民の皆さんも気になっ

　ている大きなテーマでございますのでお聞きします。

　　市内の温泉資源に影響は与えないというふうに、今日と昨日の答弁でも説明をされてい

　ましたが、改めていま一度お聞きしますが、新規掘削というのは今後一切行わないという

　認識でよろしいでしょうか。

○観光・産業部参事兼温泉課長（樋田英彦）　お答えします。

　　研究・実践拠点施設への給湯につきましては、今あるものを活用するということを前提

　としておりますので、新規掘削は行わず未利用となっているもの、既存泉源からの給湯を

　有効活用するために、現在も複数の関係者と協議交渉を慎重に積み重ねているところでご

　ざいます。

○１番（塩手悠太）　今後一切行わないということで、市民の方も安心したというふうに思

　います。

　　次に、自然景観への配慮というところで少し見解をお聞きしたいんですが、拠点施設と

　いうところは国立公園の一部でもありますし、別府の誇りでもあるこの扇型の扇山の麓の

　ところでもございますので、この施設を設置するということは、少なからずこの別府の歴
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　史ある自然、それから景観を破壊する開発行為に変わりないというふうに思うんですが、

　その辺りへの配慮についてはどのようにお考えでしょうか。

○市長公室参事兼新湯治・ウェルネス推進室長（和田健二）　お答えいたします。

　　研究・実践拠点施設の設置に当たり、自然環境への配慮・調和などについては、設置場

　所が阿蘇くじゅう国立公園内にあることから、自然公園法などを遵守することはもちろん、

　環境、自然に対する影響について、監督官庁である環境省などと協議し進めているところ

　です。

○１番（塩手悠太）　まずは十分に配慮はできているという認識で進めさせていただきます。

　　次に、具体的なスケジュールというところについてお聞きしたいんですが、年内に基本

　計画が完成するということで説明を受けておりますが、完成した後の具体的なスケジュー

　ル感、それから令和８年度の新年度予算というところにどういう影響があるのか、併せて

　お答えください。

○市長公室参事兼新湯治・ウェルネス推進室長（和田健二）　お答えいたします。

　　今後のスケジュール感ですが、令和８年度中には事業者選定準備と選定作業を行い、事

　業者と基本協定を締結、基本協定の締結を行いたいと考えています。通常その後、事業契

　約等を結び、事業者が設計施工を行う形となります。

　　来年度の予算関係に関しましては、昨年度策定した人材育成の基本方針に沿った育成プ

　ログラムに関することや、現在基本計画策定中でありますが、さきに述べたスケジュール

　から、事業者選定関係の事務が想定されると考えます。

○１番（塩手悠太）　令和８年度末までには基本協定を結ぶことを想定してこれから動いて

　いくということで、理解いたしました。

　　次、少し今の物価高とか資材高騰というところを懸念してお聞きしたいんですが、私先

　ほど冒頭、地方債残高が今後増えていくというところについての問題意識を投げかけまし

　た。基本計画が出来上がってから、具体的に別府市がどれだけお金の負担をしないといけ

　ないのか、民間がどこまでしてくれるのかというところが決まっていくということですけ

　ど、仮に別府市が望むような、民間が全てやってくれるという形にならずに、別府市もお

　金の負担をしないといけないというような形になった場合に、少なからず投資をするとい

　うことにつながると思うんですが、別府市が投資をして拠点施設をつくる、設置すること

　による経済効果というところを、定性的と定量的な観点でお答えください。

○市長公室参事兼新湯治・ウェルネス推進室長（和田健二）　お答えいたします。

　　コロナ禍が終わって人々がウェルビーイングを求め、心身ともに健康になっていくこと

　が注目され、世界のウェルネス産業は2027年には1,200兆円産業になると言われています。

　伸び代がある産業でありますので、新湯治・ウェルネスがその大きな市場をつかみにいく

　ことは自然なことであると考えておりますので、その１％でも獲得できれば非常にすばら

　しいことであると考えております。

○１番（塩手悠太）　ありがとうございました。

　　もう一問ですね、物価高騰とか資材高騰で課題にもなりました新図書館の建設のときに

　も、今の物価高が課題になりましたが、仮に大きな資金が必要という形になった場合に、

　選択肢の一つとしてウェルネスで本当にやっていきたい研究という、ラボ機能の規模を少

　し縮小するという選択肢も持っているのかというところについてお聞きいたします。

○市長公室参事兼新湯治・ウェルネス推進室長（和田健二）　お答えいたします。

　　基本計画を現在進めております。そして、この４つのエリアが一体的に発揮できること

　が新湯治・ウェルネスの推進につながることと考えておりますので、計画の変更等は考え

　ておりません。

○１番（塩手悠太）　じゃあどのような規模とか、負担になろうとも、この３つのしっかり
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　とした相乗効果というか、絡ませることで新湯治・ウェルネスというところが発揮できる

　ということを考えているということで、理解いたしました。

　　次、少し消費単価とか消費額というところについてお聞きしますが、消費額、それから

　消費単価を引き上げるというところを目的に一つ、新湯治・ウェルネスの拠点施設でどん

　どんどんどん推進を進めていくという認識でございますが、私、この消費単価とかという

　価格については、需要と供給のバランスの市場原理において決まっていくんじゃないかな

　というふうに思ってますが、ここに行政として介入することによって、必ずしもいい面だ

　けではないと思ってます。市場介入することによって、価格のゆがみというところは発生

　しますし、仮に、世界的に消費が抑制傾向というところになったときに、この価格のゆが

　みというところは必ず別府市にも影響してくるというふうに思うんですが、この辺りの市

　場原理についてはどういう配慮をしてるんでしょうか。

○市長公室参事兼新湯治・ウェルネス推進室長（和田健二）　お答えいたします。

　　基本的には、市と民間の役割分担だというふうに考えております。例えば、市としまし

　ては主に民間の方が個々に行えないデータ収集や分析を行政が行い、それを民間の事業者

　の方が商売として利用していただく、それ以外の部分は主に民間の事業者の方々にやって

　いただくというような分担だというふうに考えております。

○１番（塩手悠太）　しっかり分担して別府市はデータを供給して、供給した後は民間の事

　業者の方たちの営業努力で、それが回り回って経済効果で波及していくという形で認識を

　しているということで理解いたしました。

　　では、ここから少しちょっと趣旨を変えて、前進的な内容で質問していきますが、温泉

　効能データを活用するというところは理解いたしましたが、データ提供というところまで

　は行政が行って、後の活用の方法は個人の営業努力に任せるということでございますが、

　そうなると、行政として民間事業者のサポートはしていかないといけないというふうに

　思ってます。そのためには市内の関係者と、それからしっかりと意思疎通をするために、

　一つ観光戦略会議なるものを設立して、そして皆さんでその方針を確認するような基本計

　画みたいなものを策定したほうがいいんじゃないかというふうに思うんですが、この辺り

　については別府市としてどのようにお考えでしょうか。

○観光・産業部長（日置伸夫）　お答えいたします。

　　観光戦略会議でございますけれども、約 20 年前に、様々な観光事業関係者の御意見を

　いただき、観光戦略に係る提言を受けた経緯がございますが、実施主体が曖昧であったこ

　となどもあり、実際には機能しなかったということがございます。

　　現在の観光政策につきましては、令和７年３月に策定した第３期別府市総合戦略に記載

　しており、取り組んでいるところでございますが、大事なことは、青写真を描くことでは

　なく、状況に合わせて市と事業者等がフランクに話せる関係性を築いておくことであり、

　これまでも旅館ホテル組合をはじめ、商工会議所、観光協会、観光施設連絡協議会などの

　関係団体とは様々な機会を通じて意思疎通を図っているところでございますので、引き続

　き連携しながら取り組んでまいりたいと考えております。

○１番（塩手悠太）　私が投げかけた本質的な問題として、まず市内の事業者の方たちと意

　思の疎通を図っていかないといけないんではないかというところと、目指すべき方向性を

　皆さんと一緒に共有すべきではないかというこの問題意識の投げかけに対しては、別府市

　はもう今既にできているということで、理解いたしました。私の取り越し苦労で終わった

　ということで、次に入ります。

　　次、このテーマの最後の質問になるんですが、温泉文化の継承というところについて、

　主に共同温泉についてお聞きしていきます。

　　共同温泉にバケツとかおけを持って、住民の方たちだったり観光客の方が入浴しに行く
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　という風景はもう別府市の風物になっているんですが、その運営状況というところは年々、

　収入の減だったり担い手不足だったり、それから今運営を担っている方たちの高齢化とい

　うところで、かなり厳しい状況であるというところを私もお聞きしていますし、実際にそ

　うなんだろうというふうに思ってます。

　　そこで、この温泉文化継承というところの意味でも、これは行政が負担をしても後世に

　残していくべきだというふうに思うんですが、この辺りの見解と、別府市が今取り組んで

　いる内容、それから今後の方針、もしありましたらお答えください。

○温泉課参事（釘宮誠治）　お答えします。

　　共同温泉は、市民の日常生活の一部であり、地域のコミュニティーの場としてかけがえ

　のない存在であるため、別府市の温泉文化を継承する上でも欠かせない空間であると認識

　しております。別府市温泉マネジメント計画の中でも、４つの柱の一つとして、持続可能

　な共同温泉等の将来を見据え、次代に残すべく取り組んでいるところです。

　　今まで別府市が行ってきた共同温泉への支援策として、清掃業務の担い手不足解消のた

　めの就労支援施設等との連携や、入浴者の増加に向けた共同温泉マップによるきめ細やか

　な情報発信、さらに、大分県中小企業診断士協会の協力の下、共同温泉ごとに抱える諸課

　題の解決支援に向けた相談体制を構築、そのほかにも、施設整備等に対する貸付金や補助

　金制度を設けるなど、幅広い支援を行っております。

　　今後も共同温泉が抱える課題の解決に向けて、地域に寄り添い、より具体的な支援策を

　提供しながら、共同温泉の存続につながるよう取り組んでいきたいと思います。

○１番（塩手悠太）　私はその上で、例えばですけど、別府市が共通の収支表などを準備して、

　これは経営者の方たちが自立していただけると、自立する姿勢があるということは前提だ

　と思うんですが、一定の条件をつけて、運営に当たる最低限の必要経費というところは、

　直接的に行政が負担をしてもいいんではないかと、そういった議論をしてもいいんではな

　いかというふうに思うんですが、この辺りについてはどのようにお考えでしょうか。

○温泉課参事（釘宮誠治）　お答えします。

　　共同温泉の管理者が自ら経営改善に取り組むことは、持続可能な運営に向けて極めて重

　要であると考えます。その上で支援するに当たっては、一過性のものではなく、持続した

　効果を発揮できるよう、別府市と共同温泉の双方で共通の認識を持つことが重要であると

　考えます。

　　今後、共同温泉を持続可能とするために、共同温泉と民間企業の協業など新たな手法を

　模索するとともに、引き続き経営改善に向けた取組も含めて、管理運営の安定化と地域に

　おける温泉文化が継承されていく方策に取り組んでいきたいと考えております。

○１番（塩手悠太）　民間の事業者、民間企業との協業も含めて、また私が今例えばという

　ところで提案をした、直接的な経費負担というところも選択肢に入れていただきたいとい

　うことをお願いして、次に参ります。

　　では、テーマががらっと変わって、新図書館と複合施設について質問していきます。

　　今回、別府市議会にこの新図書館と複合施設に当たる陳情というところが提出されまし

　た。この陳情の内容にも書いてあるんですが、新しい複合施設の外観に、今誰もが一目

　でこもれびパークというところが分かるように表記はされているんですが、そこに、誰も

　が一目で分かるこもれびパークと同様な、別府市立図書館という表記というのが今ない状

　態にあるわけです。設置条例のこの３条というところにも明記をしておりますが、正式名

　称というのが別府市立図書館等複合施設ということであるならば、入り口、メインの入り

　口が３つほどありますが、そのどこか一つでも構いませんので、誰もが一目で分かるよう

　な別府市立図書館というような表記をすることも、この新しい施設をより機能として向上

　させることにつながるんではないかというふうに思うんですが、この辺りについてはどの
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　ようにお考えでしょうか。

○次長兼図書館共創交流局長（稲尾　隆）　お答えいたします。

　　図書館の案内表示については、来館者が迷わずに御利用いただけるように、複合施設の

　入り口３か所に別府市立図書館と記載した案内板を設置しています。また、屋外にも施設

　全体の配置図を示した総合案内板を東西に２基設置し、屋内外 12 か所に別府市立図書館

　と表示しています。

　　建物にこもれびパークのロゴとシンボルマークを表示した意図としましては、別府公園

　の緑と共生する複合施設の統一的なブランドイメージを高め、市民の皆様から親しみを

　持って呼んでいただくためです。複合施設全体の認知度と、それから一体感を高めていき

　たいと考えています。

○１番（塩手悠太）　ということは、私がいかがですかと言った投げかけに対して、要する

　に誰もが一目で分かりやすい、こもれびパークというシンボルマークは表記されてますけ

　ど、私が言う別府市立図書館というような表記は、別府市として特段設置することは考え

　てないというか、今のところそういったことを検討しているということではないという認

　識でよろしいですか。

○次長兼図書館共創交流局長（稲尾　隆）　お答えいたします。

　　建物のサインにつきましては、繰り返しになりますけれども、利用者から見たときに、

　公園内にある施設全体を自由に行き来できる一つの空間としての印象を大切に考えまし

　た。建物は本の置き場所ではなく、人の居場所であって、例えばこもれびパークに行って、

　そしてコーヒーを飲みながら本を読むというように、時間の経過とともに施設名称が広く

　浸透していって、そして利用者の間で名称が定着していくプロセスを見守っていきたいと

　考えています。

○１番（塩手悠太）　その別府市の思いというか、こうであってほしいというところは、一

　つの考えとして理解いたしますが、私が一つ申したいのは、別府市立図書館がこの施設の

　大多数を占める中核な部分であるわけですから、そういった表記を一つでも大きくしてい

　ただきたいということは申し述べて、質問を次に移ります。

　　次に、ラーニングコモンズというところについてお聞きしていきますが、この別府市立

　図書館機能の一部として構成しているラーニングコモンズでございますが、条例の中では、

　一定の条件を満たした場合には利用料金を徴収しますよというような説明がされているん

　ですが、徴収をするということは、図書館法に抵触する可能性もあるんではないかなとい

　うふうに疑問を思うわけですが、その辺り抵触しないのかどうかというところの確認と、

　それから改めてこのラーニングコモンズの利用について具体的に説明ください。

○次長兼図書館共創交流局長（稲尾　隆）　お答えいたします。

　　新図書館におきましても、図書館法に基づいて入館、それから資料の閲覧・貸出しは無

　料です。また、閲覧席や、今回新たに設置するラーニングコモンズの使用についても無料

　です。

　　条例では、ラーニングコモンズの用途を図書館の資料や情報を活用し、図書館利用者や

　住民がともに関わり合いながら学び合う活動の場、及び当該活動を支援するよりどころと

　しての機能を持つと定めています。個人でもグループでも、予約なしで自由に御利用でき

　ます。

　　ただ、その一方で大変広いフリースペースですので、その一部を活用して利用者の満足

　度を高める事業や行事等を限定的に行うことも想定されます。そこで、条例ではラーニン

　グコモンズの用途を妨げない限度において、この複合施設の設置目的に資する場合は、ラー

　ニングコモンズの一部を占用使用させることができるという例外規定を設け、使用料を定

　めています。
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○１番（塩手悠太）　今の説明を要約すると、ラーニングコモンズを利用する際、基本的に

　は利用料金を取らずに無償で自由に使ってくださいという形を考えられている、そういっ

　た形で運営をしていくということで理解いたしました。

　　次に、複合施設内の秘密情報というところの管理についてお聞きしていきますが、この

　複合施設の中の事務室と言われるところがございますが、そこに市の職員さんと指定管

　理の従業員の方が一緒に共有のスペースで勤務をするような形になっております。このと

　きに一番危惧というか懸念すべき点として、やはり個人情報だったり、機密情報の管理と

　いうところが一番重要になってくるというふうに思います。条例にも明記されているよう

　に、利用者の秘密を守る義務というところの遵守については、もちろん皆さんが徹底して

　指導されて、注意をしっかりと払っていくというふうに思うんですが、物事に絶対という

　ものはございませんので、遵守できないという可能性もあり得るということだというふう

　に認識しています。その際に、少しでもそういった危険を抑制・軽減させるためにも、市

　の職員と指定管理の方の民間の従業員の方が一緒のスペースで勤務するということはなる

　べく避けて、別々のスペースで勤務をするほうが、個人情報というか秘密情報の流出と、

　それをしっかり守っていくというところの観点で見ると、危機管理上も私はいいんじゃな

　いかというふうに思うんですが、この辺りについてはどのようにお考えでしょうか。

○次長兼図書館共創交流局長（稲尾　隆）　お答えいたします。

　　こもれびパークは、図書館を中心に多様な機能を持つ複合施設です。施設全体で協力し

　て、そして利用者サービスの向上に努めることが重要だと考えています。事務室の共用に

　よって、日頃から職員間のコミュニケーションを図って、そして利用者の様々なニーズに

　応え、トラブル等が発生しても相互に連携しながら迅速に対応していきます。

　　一方で、機密保持及び個人情報の保護については法令等を遵守します。書類の保管はも

　とより、電子情報につきましてもパソコン及びネットワークは完全に分離しており、相互

　にアクセスすることはできません。

　　また、指定管理者に対しても、協定により秘密の保持や収集の制限などの義務を課して

　おりますので、市は複合施設の設置者として指導監督を徹底していきたいと思います。

○１番（塩手悠太）　徹底した管理体制を敷いていくというところについては理解いたしま

　した。

　　必ず守れるというところはないというところで、仮に個人情報等が流出をした際の責任、

　このときの責任というのは賠償責任というところなんですが、そこが帰結するのは過去の

　判例というか実例上見たときでも、やっぱり別府市に帰結するということは、一つ指摘と

　して申し述べておきます。

　　それから最後、陳情というところを、私、内容を見ていると非常に前向きな内容で、趣

　旨説明するとより多くの市民の方に利用していただいて、そして図書館がまちづくりの拠

　点施設というか、中核を担ってほしいんだと。それに伴うために、いろんな改善策という

　かもっとこうしたほうがいいんじゃないかという問題点を投げかけをされているわけでご

　ざいますが、私はこの陳情を受けて、別府市の新しい図書館の無限の可能性を感じたわけ

　でございますが、こういった前向きな意見について、別府市としてはどういうふうにお考

　えでしょうか。

○次長兼図書館共創交流局長（稲尾　隆）　お答えいたします。

　　これまでも市民参加の公開型ミーティングであるオープンプラットフォーム会議を 12

　回開催し、延べ 1,600 人が参加するなど、多様な御意見や御要望を反映しながら事業を進

　めてきました。いよいよ来年３月にオープンするわけでございますけれども、全ての人が

　利用しやすい図書館、こもれびパークになるように、これからも幅広い御意見や御要望を

　聞きながら、市民の皆さんとともに、このこもれびパーク、そして新図書館を育てていき
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　たいというふうに考えています。

○１番（塩手悠太）　ぜひ、運用開始された後も答弁、局長が言われたように市民の皆さん

　のいろいろ様々な声をしっかりと集めて、そしてよりよい図書館、それから複合施設に育

　てていってほしいということをお願いして、このテーマについては終わります。

　　では、最後のテーマに入ります。

　　まちづくり政策というところでございますが、まずひと・まち協議会というところにつ

　いてお聞きをしていきます。

　　この議場におられる皆さんに対して釈迦に説法かもしれませんが、このひと・まち協議

　会というものは何なのかということで、ちょっと簡単に説明をしますと、別府市が今推奨

　している中規模多機能自治を推進するために、地域住民の方が中心となって、主体的に地

　域づくりを行っていく新しいコミュニティー団体というか、そういったものがひと・まち

　協議会というふうになっております。

　　このひと・まち協議会というところをさらに進化させるために、このひと・まち協議会

　の中に大学連携を行うような窓口というところをつくってはいかがですかということを投

　げかけたいんですが、どういうことかというと、私地域、例えば自治会とか、地区社協の

　方たちだったり、市民活動団体の方たちと意見を交換する中で、大学、別府市内の大学生

　と連携をして活動していきたいんだけど、人脈持ってないからどこに相談すればいいか分

　からないと。別府市に相談したいんだけど、窓口もちょっと分からないんだというところ

　で、せっかく地域、住民の方たちが市内の大学生と一緒に連携をして何か取り組みたい

　ということをサポートするという側面においても、このひと・まち協議会というところの

　中にそういった窓口というところを設けると、より地域住民、さらに今別府に住まう学生

　というところのコラボというか相乗が生まれるんではないかというふうに思うんですが、

　このひと・まち協議会の中に一つ大学連携の窓口というところを設けられているというこ

　とについては、いかがお考えでしょうか。

○自治連携課長（溝部進一）　お答えいたします。

　　地域やひと・まち協議会におきましては、大学や学生ボランティアの参加による活動が

　現在行われております。また、各協議会に配置してますコーディネーターが協議会と大学

　や学生との協働・連携による取組を共有しておりますので、自治会や地域団体からの御相

　談等につきましては、圏域のひと・まち協議会、市の自治連携課や政策企画課等に随時お

　問い合わせいただければと存じます。

○１番（塩手悠太）　ということは、私が言うような新しい何か窓口を設置するようなこと

　ではなくて、もう既にひと・まち協議会とかに相談をしてくれれば、そういった連携の手

　続というかサポートはしますよということで、理解をいたしました。私も今後、地域住民

　の方たちにはそういった積極的な案内をしていきたいというふうに思います。

　　それから関連して、この協議会の圏域の中で活動する市民活動団体だったり、ＮＰＯ団

　体というところの実態を調査、把握するという意味でも、ひと・まち協議会に対しての登

　録制度というところを取り入れたらどうかということを提言したいんですが、どういうこ

　とかというと、例えば自治連携課が今持っているべっぷ未来まちづくり支援補助金の申請

　窓口というのをひと・まち協議会にして、その申請条件として、まず一度その圏域のひと・

　まち協議会に登録してくださいねという形にして取り組めば、活動の団体の実態調査にも

　つながりますし、それが今後ひと・まち協議会をさらに発展させていくときの連携という

　ところにもつながるというふうに考えているんですが、これについてはいかがお考えで

　しょうか。

○自治連携課長（溝部進一）　お答えいたします。

　　本補助金につきましては、市内の市民活動団体に対して市が交付するものであり、市の
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　責任において公益性及び透明性を確保し、効果的かつ適正な運用を行うことが求められて

　います。ひと・まち協議会におきましては、そのような事務的機能を現在持ち合わせてお

　らず、御提案の登録制度につきましても、市民活動は協議会の圏域にとどまらず、また協

　議会の事務の煩雑化にもつながります。

　　市といたしましては、引き続き補助金制度の充実を図り、市民活動団体等の活動を支援

　してまいりたいと考えております。

○１番（塩手悠太）　ひと・まち協議会の煩雑化というところにつながるんではないかとい

　うところに関しては私も同感というか、理解をいたします。申請窓口、補助金の申請窓口

　をひと・まち協議会に移管するというところまでいかなくても、圏域内で活動するそういっ

　た団体とか、そういったＮＰＯ法人の方たちも一緒にこれからひと・まち協議会に参画し

　てほしいというふうに別府市が考えているんであれば、何かしらの登録制度で、まず圏域

　内にどれだけそういった活動をしている方たちがいらっしゃるのかという実態の調査をさ

　れたほうがいいということは、申し述べておきます。

　　それから次に、以前の議会で市長公室長が、自分たちで稼いで自立した協議会に向けて

　活動していきますという旨の説明をされていましたが、そうであるならば、このひと・ま

　ち協議会というのを法人化したほうがいいんではないかというところで、資料を使って、

　私のちょっと構想を説明していきます。

　　資料の１ページ目ですね、皆さん御覧ください。

　　まず、この既存のひと・まち協議会の上に、一般社団法人ひと・まち協議会のある法人

　を設立いたします。別府市はこの法人に対して、中規模多機能自治を進めるための委託

　料というところで払います。次に、各法人は各小学校区、それから既存のひと・まち協議

　会から要求された地域コミュニティーづくりのための必要資金というところを審査して、

　再委託するという形で地域活動がより活性化するというところにつながるんではないかと

　いうところと、一方でこの法人は独自の取組によって、国の補助金を活用して事業を展開

　していくなど、目指すような自立できる協議会に向けて活動の幅が広がるんではないかと

　いうふうに思っていますし、また今別府市にいらっしゃいます地域コーディネーターさん、

　この方たちを出向させるということをすると、今庁内にいるときの配属サイクルよりも腰

　を据えて、地域の方たちと連携を取ることにもつながるんではないか、そして今既存の自

　治委員さんたちにおいて、まだまだ自治委員として活動したいんだという方を従業員とし

　て採用して、自治委員報酬を目安に採用して従業員として雇えば、この自治委員の制度の

　縮小というところにもつながるんではないかということを考えております。

　　以上のような、私のこの法人化構想というところについて、どのようにお考えでしょう

　か。

○市長公室長（山内弘美）　お答えいたします。

　　ひと・まち協議会は、多様な団体が連携する緩やかな集まりであり、単一ではできない

　地域の様々な課題に取り組み、スケールメリットを生かして自治機能を維持・強化してい

　く地域コミュニティーです。稼いで自立するということが全ての協議会に当てはまること

　ではありませんし、現在のひと・まち協議会の役割や活動において、一般社団法人化は結

　びつかず、そのように考えている協議会もないのではないかと思われます。

　　また、自治委員につきましても、行政と地域住民とのパイプ役を担っていただいており、

　円滑な市政運営に御協力をいただいておりますので、御提案のような制度改正については

　現在のところ考えていない状況でございます。

○１番（塩手悠太）　現在考えてないということでありますが、議論の検討はしていただき

　たいということをお願いしますし、また望んでいないんじゃないかというところですが、

　全体としてはそういった御意見出てきてないかもしれませんが、個々のやり取りの中では
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　今後、今のひと・まち協議会の上にそういった法人を一つつくって機能させたほうが、よ

　りこのひと・まち協議会というのが全体的に機能するんじゃないかという議論を、私もし

　たことがございますんで、どうかなと思って今回提案したまででございます。あくまで提

　言でございますんで、今やるつもりはないということでしたが、一つ議論の選択肢として

　は取り入れていただきたいなということでお願いをしておきます。

　　では、最後の質問となります。

　　先ほどの小野佳子議員の問題意識と同様に、私もこの少子高齢化に伴う人口減少、さら

　に高齢の方たちが今後さらに人口として増えてくるんではないかという観点で、今、国の

　政策として運転免許の返納を推奨するような動きもあります。ただ、別府市の地域によっ

　ては買物する場所に行くためには、自動車等の交通手段が必要になる方もいらっしゃると

　思います。今の人口構造からいくと、確実にそういった方たちが増えてくるんだろうとい

　うふうに分析をしておりますので、この課題に今のうちから対応するためにも、移動販売

　の支援を市の政策として取組を進めていくほうがいいんではないかという問題意識で、今

　後このひと・まち協議会をさらに発展というか、広範囲に活動を広げていく中での一つの

　取組の選択肢として考えることが必要ではないかというふうに思っているんですが、この

　辺りについてはいかがお考えでしょうか。

○自治連携課長（溝部進一）　お答えいたします。

　　現在、自治会、社会福祉協議会、地域包括支援センターなどが、市内の事業者と連携し

　て移動販売を行っている事例をお聞きしております。今後、需要が増加することも見据え

　て、協議会におきましても地域課題として認識しているところでございます。

○１番（塩手悠太）　分かりました。私が投げかけた問題意識と、それから別府市が認識し

　ている問題意識、全部が全部ではないですけど、共通の課題認識もあるというふうに思っ

　ておりますんで、今後まちづくりというところにおいては地域住民の主体となった、中心

　となったまちづくりを進めていただきたいということをお願いいたしまして、私の一般質

　問を終わります。ありがとうございました。

○議長（小野正明）　お諮りいたします。本日の一般質問はこの程度で打ち切り、次の本会

　議は明日定刻から一般質問を続行したいと思いますが、御異議ありませんか。

　　　　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（小野正明）　御異議なしと認めます。よって、本日の一般質問はこの程度で打ち切り、

　次の本会議は明日定刻から一般質問を続行いたします。

　　以上で、本日の議事は終了いたしました。

　　本日は、これをもって散会いたします。

　　　　　　午後２時 53 分　散会
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